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ISO 19338は，コンクリート構造物の設計規準が明記すべき要求性能や照査項目を規定し，限界状態

巴計法に基づいた設計体系を推奨している．欧州で策定が進められている Eurocodeは，既に限界状態

設計法へと移行し，従来設計法とのキャリブレーションを行っている．一方で，我が国の実務的なコ

ンクリート構造物の設計体系は，これらの設計規準とは大きく異なるため，必ずしも国際的な整合性

が取れていない状態にある．

本報告書は，コンクリート構造物の設計規準を対象として，国際規格の導入による影響とその対応に

ついて検討したものである．具体的には，諸外国のコンクリート構造物の設計規準における限界状態の

定義や部分係数の設定方法を比較した．また，照査項目の例として，ひび割れ幅の取り扱いやせん断耐

力算定式の違いを整理し，構造細目の例として，鉄筋の曲げ内半径の規定値の妥当性を検討した．
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1.はじめに

ISO（国際標準化機構）は，品質管理に関する ISO9000シリーズや環境分野を対象とする ISO14000シ

リーズだけでなく，士木構造物の分野においても国際規格の策定を進めている．例えば， 1998年に ISO

2394「構造物の信頼性に関する一般原則」1.1),2003年に ISO19338「構造体コンクリートに関する国家

規格の認証のための性能および評価要求事項」1.2)を制定し，現時点では， ISO規格の最終原案として

ISO/FDIS 22965「コンクリートの仕様，性能，製造および適合性」の審議を行っている． 1995年に成立

した WTO（世界貿易機関）の政府調達協定ならびに TBT協定（貿易の技術的障害に関する協定）により，各

国で国内規準を整備する際には，その基礎として国際規格を尊重することが求められている．従って，

今後は，コンクリート構造物の設計や施工の面においても，国際規格を遵守しなければならない可能性

がある．

現在，国際的に策定が進められている構造物の設計規準の多くは，土木構造物と建築構造物，あるい

は鋼構造物とコンクリート構造物，基礎構造物といった分野・構造種別の区分を行わず，共通する事項

を共通的に取り扱い，分野・構造種別の違いに大きく依存する部分のみを個別に示す形式を用いている．

この形式は，欧州で CEN（欧州標準化機構）によって精力的に策定が進められている EN（欧州規格）でも採

用されている．また， 1991年に ISOとCENにより締結されたウィーン協定により，規格の策定作業の

重複を避けることを目的として， ENとして制定された規格がそのままの形で ISO規格として提案され

る可能性が高い状況にある．

一方，これまでの我が国の技術規準の大部分は，分野・構造種別ごとに検討されてきた．この形式は，

構造種別ごとの設計規準の策定や要素技術の発展には十分に寄与したが，我が国の構造物の設計体系が

国際的な潮流と必ずしも一致していないことを示唆している．このため，コンクリート構造物の実務レ

ベルの設計規準については，国際規格の導入にあたって生じる問題点を明らかにしておくことが強く求

められる．また，国際規格を導入する際には，導入によって生じる混乱を最小限に抑えるための対応策

を提示することも不可欠である．

このような背景から，本報告では，コンクリート構造物の設計規準に着目し，国際規格の導入による

影響とその対応について検討を行った．具体的には，現時点でのコンクリート構造物の設計規準の策定

状況を整理した上で，諸外国の設計規準の内容を比較し，国際規格の導入にあたっての問題点とその対

応策について考察した．
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2.国際規格の策定状況と本報告の検討範囲

2.1 コンクリート構造物の設計に関する国際規格の策定状況

コンクリートに関連する国際規格は， ISO/TC71（国際標準化機構第 71専門委員会：コンクリート，鉄

筋コンクリートおよびプレストレストコンクリート）において検討されてきた． ISO/TC71 は，表—2.1 に

示す7つの SC（分科委員会， Subco皿nittee)を組織し，コンクリート構造物の試験方法や設計規準，維持

管理など様々な側面から国際規格の制定準備を進めている．

表ー2.1 ISO/TC71の各 SCにおける検討内容

SCl コンクリートの試験方法
Test Methods for Concrete 

SC2 コンクリート構造物の設計の規定
Rules for Design of Concrete Structures 
※活動停止． SC4とSC5の設立により存在意義が薄れたため．

SC3 コンクリートの製造とコンクリート構造物の施工
Production and Control of Concrete 

SC4 コンクリート構造物の性能規格
Performance Requirements for Concrete Structures 

SC5 コンクリート構造物の簡易設計
Simplified Desi皿Standardsfor Concrete Structures 

SC6 コンクリートの新しい補強材
Non Traditional Reinforcing Materials for Concrete Structures 

SC7 コンクリート構造物の維持管理と補修補強
Maintenance and Repair for Concrete Structures 

コンクリート構造物の設計規準については主に SC4で検討が行われ， 2003年に ISO19338が制定され

た．これは，各国・機関が作成しているコンクリート構造物の設計・施工に関連する規準が規定すべき

要求性能と評価項目の原則的標準を定めたものであり，これに滴合するとみなされる規準をリスト化し

て示す，いわゆるアンブレラコードの体系となっている．また，リストに新たに規準を追加する際の手

続きも明示しており， ISO加盟国から追加申請が行われた場合には， ISO/TC71での審査を経た後の投票

によって承認の可否が決定される．

ISO 19338の2003年版は2004年に改訂され2.1），現時点でリストに示されているものは，米国のACI318 

とACI432, 欧州の EN1992-1-1, 日本の土木学会のコンクリート標準示方書（構造性能照査編，耐震性

能照査編，施工編），日本建築学会の鉄筋コンクリート構造計算規準とプレストレストコンクリート設計

施工規準，オーストラリアの AS3600である．また，新たに承認を申請しているものとしては，コロン

ビア，サウジアラビア，ブラジルの規準やアジアコンクリートモデルコードなどがある 2.2)_コロンビア，

サウジアラビア，ブラジルの規準は，いずれも ACIの規準をベースとしたものである．

ISO/TC71により ISO19338へのリスト化が承認された規準は， ISO19338に規定された原則的標準を

満たしているものであり，コンクリート構造物の設計には支障なく使用できると考えられる．しかしな

がら， ISO19338は，各規準が規定すべきコンクリート構造物の要求性能や照査項目を示しているが，

具体的な照査方法や耐力照査の前提となる構造細目の内容までは明記していない．この結果，コンクリ

ート構造物の設計に異なる設計規準を採用した場合，必然的に異なる照査方法や構造細目の取り決めに

従って設計を行うことが起こり得る．このため，仮に各規準の耐力算定式の精度が大きく異なるような

場合には，同一形状の構造物であっても安全性の照査結果が異なるという問題が生じる可能性がある．

また， ISO19338は限界状態設計法による設計方法を規定しているのに対し，現行の道路橋示方書 2.3)

の設計体系は許容応力度法に基磋を置いた状態で今日に至っている．今後，構造物の設計規準は，信頼

性設計に基づく限界状態設計法へと移行することが国際的にも確実視されている．このため， ISO19338 

にリスト化され既に限界状態設計法の思想を取り入れている設計規準同士の相違点を明確にし，コンク
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リート構造物の設計に関する国際規格の導入によって生じる問題点を整理することは，将来的に道路橋

示方書の設計体系を検討する際にも役立つと考えられる．

2.2規格のヒエラルキー

図—2.1 は，コンクリート構造物の設計に関連する規格の関係を整理したものである．コンクリート構

造物の設計に関する規格は，その策定主体により国際規格，地域・国家規格，団体規格の 3つに大きく

分類することができ，上位規格が下位規格に強い影響を与えていると考えられる．

国際規格は， ISO規格に代表され，広く国際的に適用される規格である． WTOの政府調達協定と TBT

協定に従えば，構造物の設計においても各国はISO規格を尊重することが求められる． ISO2394は，構

造物全般の設計規準の原則を定めたものである．ここでは信頼性理論に基づいた限界状態設計法を提示

しており， ISO2394の下位に位置しコンクリート構造物を対象とした ISO19338でも限界状態設計法に

基づいて設計を行うことを明記している．この結果，我が国における構造物の設計規準体系も，確率論

的な概念を導入した限界状態設計法へと移行することが急務となる．

地域・国家規格は，国もしくは地域単位で策定された規格であり，我が国の土木学会コンクリート標

準示方書2.4,2.5, 2.6)'米国の ACI3182•7l, 欧州の EN 1992-1-12・8)などがある．いずれも適用範囲はコンク

リート構造物全般を含み， ISO19338に適合していることが承認された「適合みなし規準」である．

団体規格は，各国の団体等により実務レベルの設計規準として策定されたものである．ここでは，道

路橋の設計規準を示した道路橋示方書や AASHTO(AmericanAssociation of State Highway and 
Transportation Officials)のLRFD2・9)が相当し，それぞれコンクリート橋の実務面における設計方法が示さ

れている．

構遺物全艦を対象

• ACI 318, ACI432 ．．．．．．．．．．．．．．．．． 
. • EN 1992-1-1 ! 
......:=•一文＝ょ＝•-ー·---=:.-=.:.=..:=-..:=:-・ごごニニ・---=:.-=.:.=..:=-..: =--・::; 
「•日本建築学会鉄筋コンクリート構造計算規準， ＇ 
： 日本建築学会プレストレスコンクリート設計施工規準：

：・士木学会コンクリート標準示方書
＇I II 地譴•国家績格

に（一概逗竺餌竺璽9曰姐雙應査竺隻円墨入一二I甘
• AS3600 

・団体規格

図—2.1 コンクリート構造物の設計に関連する規格のヒエラルキー

こうした規格のヒエラルキーが存在する一方で，設計規準の策定における国際的な動向として，土

木・建築といった分野の違いやコンクリート・鋼といった構造種別の違いに関係なく，構造物全般に関

わる共通事項は共通的な技術規準として定め，構造種別の特性などに依存するものについては構造種別

ごとに技術規準を定める傾向がみられる． ISO規格を例にすれば， ISO2394は構造物全般を対象とした
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共通事項を定めたものであり，その下位にある ISO19338はコンクリート構造物の設計規準が明記すべ

き要求性能と照査項目を示したものである．

また， ENは，図2.2に示すように，設計の基本原則や作用，耐震設計など構造物全般に共通する項

目を統一して示し，構造種別の特性に関連する部分については構造種別ごとに記載する方法を採用して

いる． しかしながら， EU加盟国が ENの全ての規定事項に即座に準拠することは現実的とは言えない

ことから，各国はNationalAnnex（付属文書）として ENの規定値に代わる独自の数値を示すことが認めら

れている．現時点では，各ENに加えて各国が独自に作成した NationalAnnexを用いて設計作業を進め

ているが，将来的には， NationalAnnexを排除し，欧州全域でEN本文のみで設計を行うことを目指して

vヽる．

EN 1990設計の基本， EN1991作用

EN 1992 EN 1993 EN 1994 

コンクリート構造 鋼構造 合成構造

EN 1995 EN 1996 口木構造 組積構造

EN 1999 

アルミニウム合金

構造

EN 1998耐震設計

図-2.2 ENの体系

一方，国内では，これまで土木・建築分野のそれぞれにおいて構造種別ごとに設計体系が構築されて

きた．このため，米国ではACI318, 欧州ではEN1992にコンクリート構造物の設計規準が一本化され

て集約されているのに対し，我が国の設計規準は土木分野と建築分野それぞれの設計規準が ISO19338 

にリスト化されている．こうした流れは，個別の技術規準の発展には十分に寄与してきたと考えられる

が，必ずしも共通的な認識に基づいて構造物の設計がなされてきたとは言えないことを示唆している．

こうした反省から，「土木・建築にかかる設計の基本」 2.10)は，土木・建築ならびに構造種別の区別なく，

構造物全般に適用できる規準のあり方を示したものであり，今後策定される技術規準の基盤となること

が期待される．

2.3本報告の検討範囲

国際的な構造物の設計規準は，信頼性理論に基礎を置く限界状態設計法へと移行している．また，こ

れらは，分野や構造種別の区別を行わずに，共通的な項目は共通事項として設計規準を定め，構造種別

に大きく依存する部分のみを構造種別ごとに示す形式を採用しつつある．

こうした状況を加味すれば，コンクリート構造物の設計に関する国際規格の導入による影響を検討す

るためには，まず，各設計規準における限界状態の定義やこれのもととなる要求性能の規定内容の相違

を明確にする必要がある．また，コンクリート構造物の設計規準の国際規格である ISO19338では各限

界状態に対する具体的な照査方法や構造細目の内容は記載していない．このため， ISO19338にリスト

化されている各設計規準の照査方法や構造細目の違いについても検討を加える必要がある．さらに，国

際的な構造物の設計規準が限界状態設計法へと移行していることを踏まえれば，既に信頼性理論に基づ

いた限界状態設計法を取り入れた諸外国の部分係数の設定方法を整理しておくことも不可欠である．

本報告では，コンクリート構造物の設計に関連する国際規格の導入による影響とその対応策を検討す

ることを目的としている．このため， ISO19338にリスト化されている設計規準と道路橋に関する実務
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レベルの設計規準を対象として，これらの規格で定義されている要求性能と限界状態の定義，部分係数

の設定方法，各限界状態の照査方法，構造細目の規定内容などを相互比較する．各限界状態の照査方法

では，使用限界状態におけるひび割れの取り扱い，終局限界状態における RC部材のせん断耐力の算定

式を取り上げる．構造細目の比較では，鉄筋の曲げ内半径の規定値について材料実験を交えた考察を行

う．

なお，本報告で対象とする既存の設計規準は，我が国の土木学会コンクリート標準示方書（構造性能照

査編）と道路橋示方書 I編・ 11I編，米国の ACI318とAASHTOLRFD, 欧州の EN19902・11)とEN1992-1-1

とする．
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3.要求性能，設計・照査の前提条件と限界状態の定義

これまでに示した国内外の設計規準を比較するため，ここでは各設計規準に明記されている要求性能，

設計および照査を行うにあたっての前提条件，限界状態の定義の相違点を明確にする．比較対象として，

ISO 19338, 土木・建築にかかる設計の基本，土木学会コンクリート標準示方書（構造性能照査編）， EN.

1990 • EN 1992,道路橋示方書 I編・ 11I編， AASHTOLRFDの6つを取り上げる．ここでACI318を取

り上げなかった理由は，コンクリート構造物に対する要求性能や限界状態に関連する具体的な記述が行

われていなかったためである．これらの規準の適用範囲を表-3.1に示す

ISO 19338は構造体コンクリートの設計規準を対象とし，土木・建築にかかる設計の基本は構造物全

般の構造設計に関する技術標準を示している．すなわち，これら 2つは，設計技術標準を策定あるいは

改訂する際の基礎となる事項を示す，「Codefor Code Writers」に相当するものである．一方，土木学会

コンクリート標準示方書は土木分野のコンクリート構造物全般に関する技術規準を明記し， ENは， EN

1990で構造物全般に関する設計の基本原則， EN1992でコンクリート構造物全般に関する設計規準を示

している．また，道路橋示方書と AASHTOLRFDは各国の実務レベルの道路橋の設計規準である．

表—3.1 適用範囲の整理

1S019338 

・構造体コンクリートの設計規準の性能と評価要求事項を規定す
る．設計と施工における要求事項の国際調和を目的としており，要
求事項，基準，評価条項が含まれる．
(1)要求事項
構造体コンクリートに要求される性能を規定する．
(2)基準
要求性能を示す手段を規定する．
(3)評価条項
特定の基準を照査する手法を規定する．

土木・建築にかかる設計の基本

・構造物全般を対象として，構造設計に係わる技術標準の策定・改
訂の基本的方向を示す．土木・建築の両分野を通じた包括的なフ
レームであり，各構造物に対応する設計技術標準を策定あるいは
改訂するにあたって基本となる事項を示している．
・構造物の安全性等の基本的要求性能と構造物の性能に影響を及
ぼす要因を明示的に扱うことを基本とし，要求性能を満たすことの
検証方法として信頼性設計の考え方を基礎とする．これは，限界状
態を設定して作用および構造物の耐力が有する不確定性を考慮
し，設計供用期間内に限界状態を超える状態の発生を許容目標範
囲内に収めることを意図している．

土木学会コンクリート標準示方書（構造性能照査編） EN1990・EN1992 

・構造性能照査編は，一般のコンクリート構造物並びにプレストレス •EN1990は，構造物の安全性，使用性，耐久性に関する原則と要
コンクリートおよび鋼コンクリート合成構造の要求性能としての安全 求性能を規定しており，設計と照査の基本を明記し，構造物の信頼
性と使用性の照査の原則を示すとともに，照査の前提である構造細性側面に関わるガイドラインを与えている． EN1991~1999とともに，
目を規定したものである．ただし，地震作用の影響下での要求性能地盤，耐火設計，地震，施工，仮設構造物など建築・土木の構造物
に対する照査，部材の設計，構造細目については耐震設計編によの構造設計に適用される．
るものとする． •EN1992は，建築・士木における無筋，鉄筋，プレストレストコンク
・構造物の安全性・使用性に関する要求性能を明確にし，これを信リートの設計に適用する． EN1990で規定されている構造物の安全
頼性が高く合理的な方法で照査することを設計作業段階における 性と使用性の原則と要求性能，設計の原則，照査方法により編成さ
原則とするものであり，要求性能の照査には，限界状態設計法を採れている．抵抗性，使用性，耐久性，耐火性能を規定しており，他
用している． のものは含まれていない．

・EN1991は作用， EN1993は鋼構造 EN1994は合成構造 EN1995
は木構造 EN1996は組積構造 EN1997は基礎・地盤， EN1998は
耐震設計， EN1999はアルミニウム合金構造を対象としている．

道路橋示方書I編・皿編 AASHTOLRFD 

言髯言言：宣言畠言：」言言筐言言長吉言言讐
ることができる．
・コンクリート構造鋼構造，アルミニウム構造木構造，床版，基
礎，橋脚，擁壁，トンネルなどの章によって構成される．
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3.1考慮すべき要求性能と設計・性能照査の前提条件

一般に，構造物の設計を行う際には，設計対象とする構造物の設計供用期間を定め，設定した期間に

おいて所定の要求性能が確保されるように設計を行う．このためには，設計供用期間内に生じる作用に

対して構造物の性能を検証することが必要であり，限界状態設計法では各限界状態における構造物の性

能照査を行うことで要求性能を満たしているかを判定する．各規準では，こうした一連の設計作業にお

いて考慮すべき構造物の要求性能や，設計および性能照査の前提条件が明記されている．仮に要求性能

や設計・性能照査の前提条件が規準間で大きく異なった場合，構造物の設計作業における根本的な認識

も異なることを意味しており，そうした規準に従って設計された構造物同士は全く異なる性能を持つ構

造物となる可能性がある．表—3.2 に，各規準における要求性能と設計・性能照査の前提条件を整理する．

3.1.1考慮すべき要求性能の比較

ここで取り上げた規準では，各規準とも複数の要求性能を明記している．これらの要求性能のうち，

安全性と使用性（もしくは，供用性）については全ての規準で示されている．これは，構造物を使用する

人々の安全性と構造物が適切に機能することで得られる使用性を確保することが，構造物の設計作業に

おいて考慮すべき最も重要な要求性能であることを反映したためと考えられる．安全性と使用性以外で

は，修復性，経済性（コスト），環境との整合性（調和），耐久性，使用目的との整合性，景観（美観）など，

各規準で異なる項目が記載されている．

ISO 19338とEN1990 • EN1992では，火災や爆発，衝撃，人為的なミスなど他の規準では指摘されて

いない特定の作用に対する影響について触れている．この理由は，土木学会コンクリート標準示方書や

道路橋示方書， AASHTOLRFDと異なり， ISO19338やEN1990が土木分野以外の構造物も適用の範囲

としているためと考えられる．

AASHTO LRFDは，最も詳細に要求性能を記述し，使用性の具体的な項目として，検査や維持管理，

走行，公共性などについても触れている．

また， ISO19338と土木・建築にかかる設計の基本では，構造ロバスト性の確保（StructuralIntegrity)に
ついて触れている．構造ロバスト性の確保とは，構造物の局所的な破壊もしくは損傷が全体に致命的な

影響を及ぼすことなど，原因に対して不釣り合いな破壊を招くことがないように設計を行うという概念

である． しかしながら，他の規準は，構造ロバスト性の確保を要求性能として明記していない．

以上を踏まえると，各規準は，いずれも安全性や使用性といった重要な項目については要求性能とし

て明示し，これ以外の項目については各規準で独自の内容が示されていると考えられる．

3.1.2設計・性能照査の前提条件の比較

設計・性能照査の前提条件は，ここで取り上げた全ての規準で明確な形で記載されておらず，各規準

で異なる記載丙容となっている．

ISO 19338では，構造物の品質が，品質管理や技術者の注意力によって決まることを明記している．

土木学会コンクリート標準示方書では，性能照査の前提条件として，一般構造細目の遵守，耐久性の

照査，標準的な施工方法とコンクリートの施工性能を満たすことを示している．また，設計耐用期間を

通じた安全性と使用性の照査を行うにあたっては，コンクリート標準示方書（施工編）の耐久性の照査を

満足すれば，設計耐用期間内の構成材料の劣化を考慮することなく安全性と使用性を照査することがで

きるとしている．また，安全余裕度は，標準的な施工方法とコンクリートの標準的な施工性能を前提と

して設定することとしている．

EN 1990 • EN1992では，設計と施工が適切な技術と経験を有する技術者によって行われること，適切

な構成材料の選択，適切な維持管理，設計時の使用目的と一致した構造物の使用，施工と施工技術の必

要条件などを設計・性能照査の前提条件としている．

道路橋示方書では，設計にあたって施工の条件を満足し，施工のしやすさに配慮することとしている．

このように，各規準で明記されている設計・性能照査の前提条件は，施工の条件のみとするものから，

適切な維持管理や耐久性の照査までを記載するものまで，かなり大きな違いがあることがわかる．

・1 
， 
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表—3.2 各規準における要求性能と設計・性能照査の前提条件

冒言言言三□□
土木学会コンクリート標準示方書（構造性能照査編） EN1990・EN1992 

・設計作業段階では，構造詳細を設定し，施工法，維持管理手法等を，経祖・構造物は，施工・設計耐用期間中に生じると考えられる全ての作用や影響
性を考慮して設定する．設計耐用期間を通じて，構造物が宏全蛛，偲且住，正直え，使用目的と幣合し，十分な信頻性と経逝住を有するように，設計・施
環境との幣合性や羞観等に関して，要求された性能を満足することを確認しエされる．
なければならない． ・構造物は，構造的な抵抗性，艇且雌，耐込怯を有するように設計される．

・火災時には，要求された期間の間，十分な構造的な抵抗性を発揮する．
・性能照査は，［構造性能照査編］で規定する一般構造細目，［施工編］の鼠 ・構造物は，爆生や衛笙，人的ミスの影響によって損傷を受けないように，設
久性照査を満足し，［施工編］による標準的な施工方法とコンクリートの標準的計・施工される．
な施工性能を満たすことを前提とする． ・潜在的な損傷の発生は，構造物の事故を減らすこと，偶発的な部材の撤去
・一般構造細目は，照査法の前提条件が確保されるように規定している．性 や局所的な損傷にも十分に耐えうる構造形式を選択すること，警告なく崩壊
能照査法の適用範囲の拡大により，一般構造細目で規定しなければならな する構造システムを避けること，部材を結束することにより避けられるかもしく
い項目は少なくなる． は制限される．
•安全性と使用性の照査では，設計耐用期間に発生する性能の経時変化を・要求性能は，滴切な材料の渫択，適切な設計方法と構i告細目，設計・製
考慮するのが原則であるが，［施工編］の耐久性照査を満足すれば，設計耐 浩・施工・使用の管理手順を明記することにより満足される．
用期間中の構成材料の劣化を考慮しないで，安全性と使用性を照査するこ
とができる． ・設計は以下の前提条件のもとで行われる．
・［施工編］で示されている標準的な施工方法とコンクリートの施工性能を前提（l）適切な技術と経験を有する技術者による設計と構造システムの選択
として，安全余裕度を考慮する． （2）適切な技術と経験を有する技術者による施工

(3)施工時における適切な監督と品質管理
(4)ENおよびその他の関連規準で規定された材料と製品の使用
(5)構造物の適切な維持管理
(6)設計の使用目的に一致した構造物の使用
(7)ENV13670に規定された施工と施工技術の必要条件

道路橋示方書I編・m編 AASHTOLRFD 

橋の設計にあたっては，使用目的との整合性，構浩物の安全性，耐久性， ・橋梁は，規定した限界状態に対して，検 性，経造怯，差観を十分に考慮
施工品質の確保，維持管理の容易さ，環境との調和，経造蛛を考慮しなけれし，施工性，玄主住，偲且怯の目的を達成するように設計される．
ばならない． （l）安全性
・要求性能のうち，施工の確実性，玄金住，維持管理の容品さ，環境との調 技術者の第一の責任は，公共の安全性を確保することである．
和及び経送住については，構造設計，耐久性の検討を行う際に常に念頭に (2)使用性
おくものとし，最適なものとなるよう検討しなければならない． ・耐久性
・通行者が安全かつ快適に使用できる供用性を確保するためには，供用性 材料は，契約書において，高品質材料と製造・組立の高水準な施工を求め
を害するような過大な変形を生じないこと及び通行者に不快感を与えるようなる漏水や接合部の変動に対して，構造物自身を守るための措慨を講じる．
振動を生じないことが要求される． ・検査性
・構造物の安全性を確保するためには，断面の破壊によって耐荷能力が失 近接目視検査が困難な場合には，必要に応じて，検査のためのはしごや通
われることを避けなければならない． 路などを設ける．

・維持管理性
・設計は，理論的な妥当性を有する手法，実験等による検証がなされた手法維持管理の困難な構造システムは避けるべきである．設計供用期間中に架
等適切な知見に基づいて行うものとする． け替えが生じる気候や交通環境下では，契約書において架け替えや追加的
・コンクリート橋の設計にあたっては，施工の条件を適切に考慮しなければなな補強などの対策が与えられる
らない．コンクリート橋は，その施工が安全性，耐久性等を大きく左右するた ・走行性(Rideabilitv)
め，設計にあたっては施工の条件を満足し，さらに施工のしやすさに配慮す橋床版は，なめららかな交通を可能とするように設計される．
ることが重要である．施工の条件が満たされない場合には，試験等を別途行・公共性(Utilitv)
い，構造物を設計しなければならない． 必要に応じて，公共輸送を維持するための対策がとられる．ュ

橋梁は，変形により構造的，心理的に望ましくない影響を避けるように設計さ
れる．
(3)施工性
橋梁は，過度に困難な製造・組立がなく，施工時の荷重の影響が許容範囲
に収まるように設計される．
(4)絆済性
構造物の形式，スパン長，材料は，プロジェクトのコストを考慮して選定され
る．設計供用期間における将来的なコストも考慮する．
(5)橋梁の美観
橋梁は，周辺環境を引き立たせ，形式が優美であり，適切な外観を持つもの
でなければならない．
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3.2照査すべき限界状態

3.2.1限界状態の定義の比較

既に述べたように，構造物の設計方法における国際的な潮流は，照査すべき限界状態を定義し，これ

に対する構造物の性能を照査する限界状態設計法へと向かいつつある． ISO19338とこれに適合すると

みなされる設計規準は，いずれも限界状態設計法を基本とした設計体系を有し，それぞれ限界状態を定

義している．表-3.3に，各規準で定義されている限界状態を整理する．なお，現行の道路橋示方書は許

容応力度法による設計体系に基礎を置くため，ここでは他の規準と相互比較することが困難であったが，

規準間の相違点を明確にすることは，今後の道路橋示方書の設計体系のあり方を議論する際にも有効で

あると考えられる．

表—3.3 によると，各規準では，それぞれ複数の限界状態を定義している． ISO 19338では，終局限界，

使用限界，耐久限界，耐火限界，疲労限界の 5種類の限界状態を設定している．これらは，それぞれ構

造物の安全性，使用性，耐久性，耐火性，疲労に対する抵抗性を念頭に置いて定義されたものと考えら

れ，先に示した構造物の設計にあたって考慮する要求性能の項目とも概ね一致する．すなわち，ISO19338 

では，構造物の要求性能を設定し，これに対応する形で各限界状態を定義している．

一方，他の規準では， ISO19338の5種類の限界状態がそのまま反映されてはいないが，共通して終

局限界（AASHTOLRFDでは強度限界）と使用限界を定義している．終局限界では，構造物の破壊を防ぎ

安全性を照査することを示し，使用限界では，構造物の使用性を確保するために，たわみ，変形，応力， ＇ 
ひび割れなどを照査することを示している．いずれの規準においても，供用期間中に生じる作用に対す ，1 

る安全性と使用性を確保することを照査する点は一致している．これは，要求性能の規定において各規 ［ 
準とも構造物の安全性と使用性を記述していたことを反映したためと考えられる． 」1

これら以外の限界状態では，土木・建築にかかる設計の基本が修復限界， AASHTOLRFDが疲労・損 ＇ヨ

傷限界と非常時限界を定義している．土木・建築にかかる設計の基本における修復限界は，損傷後の構 ＇ 

造物に一定範囲の費用内で修復を行うことで使用を継続することができる状態を意味し，地震作用を念 ：II 
頭に置いたものである．また， AASHTOLRFDの非常時限界は，地震作用だけでなく，洪水や船，車両，

流氷の衝突など再現期間の比較的大きい作用に対する限界状態である．

設計規準を策定あるいは改訂する際の基本として定められた ISO19338や土木・建築にかかる設計の

基本では，各規準が定義すべき限界状態は定義しているが，これを照査するための具体的な照査方法に

ついては明示してない．しかし，土木・建築にかかる設計の基本では，耐久性に関しては，現時点では，

構造細目により仕様規定として扱われることが多く明示的な取り扱いとなっていないことを理由とし

て，要求性能として明示しながらも耐久性に関連する限界状態を定義していない．これは，構造物の設

計にあたって考慮する要求性能を設定しこれに対応する形で限界状態を定義したとしても，限界状態を

明示的に照査する方法が確立されていなければ，限界状態設計法を採用する意義は薄れることを反映し

たものと思われる．土木学会コンクリート標準示方書， EN1990 • EN 1992, AASHTO LRFDでは，終局

限界状態と使用限界状態を照査するための照査方法を具体的に示している．ただし，環境との整合性や

景観，橋梁の美観，経済性などについては具体的な限界状態とこれを検証する照査方法が明示されてい

ないことから，各規準において要求性能として記載されているものの，設計段階において考慮すべき留

意事項との位置づけにあると考えられる．

なお，使用限界状態と終局限界状態についての具体的な照査方法の比較検討は， 5章と 6章で行う．

3.2.2信頼性設計法による限界状態の照査

ISO 19338では，終局限界状態の照査において，設計供用期間内に生じる作用に対して十分な抵抗性

能を有することを実証するために，信頼性設計法に基づいた設計方法を明記することとしている．同様

に， EN1990 • EN 1992でも，各限界状態の照査を，作用，材料特性，製品特性，地理条件などの数値

データを用いた部分係数設計法もしくは確率論的手法により行うこととしている．両者で信頼性設計に

基づいた照査方法が推奨されている理由としては，これが国際的な設計規準の策定動向であることに加

えて， ISO19338の上位規格である ISO2394にEN1990の記載事項の多くが反映される形で，信頼性設

計の思想が取り入れられたことが考えられる．

， 



こうしたことを踏まえ，土木・建築にかかる設計の基本では，国内の構造物の設計規準の国際性を確

保するために，要求性能を満たすことを検証する方法として信頼性設計の考え方を基礎とすることとし

ている．ここで指摘する信頼性設計の考え方は，「限界状態を設定して作用および構造物の耐力が有す

る不確定性を考慮し，設計供用期間内に限界状態を超える状態の発生を許容目標範囲内に収める」とい

うものである．この結果，信頼性設計の導入は，構造物の設計段階における意志決定の際に，透明性や

説明性の確保に寄与するものと考えられる．しかしながら，信頼性設計の思想を取り入れた設計規準を

策定するためには信頼性指標を設定するための基礎データの蓄積が重要であり，国内の設計規準は必ず

しもこうした観点から策定されたものとは言えないのが現状である．ここで取り上げた，土木学会コン

クリート標準示方書は限界状態を定義しているが，照査時に使用する安全係数の決定根拠は明確でなく，

現行の道路橋示方書は限界状態設計法ではなく，許容応力度法を採用している．

以上の視点から， 4章では，限界状態設計法を取り入れた設計規準を対象として，部分係数の設定方

法について検討する．
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表-3.3 各規準における限界状態の定義

1S019338 土木・建築にかかる設計の基本

(l)終局限界状態（StructuraISafetyandultimateLimitStates） ・終局限界状態使用限界状態修復限界状態の3つの限界状態を設定して
安全性のレベルは，崩壊の影響，施設の機能，想定される破壊モードの柔軟おり，設計においては，各構造物の特性に応じて限界状態を選択する．
性，構造物の冗長性，完成後の検査や維持管理能力を考慮して選択される． （l）終局限界状熊
永続荷重作用時の圧縮応力により，コンクリートの圧縮破壊を生じさせない． 部材の破壊，大変形や力の釣合いの喪失等により，その安定性が損なわれず
設計規準は，終局限界状態における作用の組み合わせと，設計耐用期間に 構造物内外の人命に対する安全性を確保しうる限界の状態．
おける十分な性能レベルを実証する信頼性設計に基づいた設計思想を明記構造物の安定性が損なわれず，構造物の内外の人命に対する安全性を確保
する． しうる以下の限界状態を含む．

(2)使用限界状態（ServiceabilityLimitStates） ・疲労限界状態
構造物の使用性を損ねないように，使用時の荷重が作用した際の変形，振 ・耐久限界状態
動，ひび割れを制限する．以Fの2つの限界状態を考慮する・ ・耐火限界状態
・たわみ・ひび割れ限界状態 (2)使用限界状熊
・振動限界状態 構造物に要求される使用性を損なわず，目的とする機能が確保される限界の

(3)耐久限界状態(DurabilityLimitState） は言物の使用性が損なわれない以下の限界状態を含む．
設計供用期間中の劣化によって終局限界状態や使用限界状態に至らないよ ・疲労限界状態

うに，構造物は設計される． ・耐久限界状態
もしくは，設計供用期間を決定する際に，定期的な維持管理について明記す ・耐火限界状態

る． （3）修復限界状熊
(4)耐火限界状態（FireResistanceLimitState） ｀ 損傷後，適用可能な技術でかつ妥当な経費および期間の範囲で修復を行え
構造物が供用期間中に火災にさらされる可能性がある場合，構造体コンクリーば，継続使用を可能とすることが出来る限界の状態．
トには火災時と火災後の人命と残存耐荷性能の観点から適切な耐火性能を持現時点で，修復限界状態として明示的な扱いの必要性が認められているの

たせる． は，地震作用に対するものに限定されている．
(5)疲労限界状態（FatigueLimitState)
疲労が設計を制限する構造物や部材では，疲労限界状態が考慮される．疲
労を考慮する場合，疲労荷重作用時の要求性能を規定する．

土木学会コンクリート標準示方書（構造性能照査編） EN1990•EN1992 

・検討方法の相違に基づいて，終局限界状態，使用限界状態，疲労限界の3 ・終局限界状態と使用限界状態に区分され，構造物に要求される機能により
つに区分している． 設計条件が，永続的な設計，一時的な設計，偶発的な設計，耐震設計に分類
(l)終局限界状熊 される．
最大耐荷性能に対応する限界状態であり，安全性の照査に用いる．代表例と (1)終局限界状熊(UltimateLimitState)
して以下のものがあり，断面破壊の終局限界状態の照査では，指標と限界値 使用者と構造物の安全性，場合によっては構造物内部の保護に関する限界
に，断面力と断面耐力を用いる． 状態．次の限界状態が照査される．
・断面破壊の終局限界状態 ・剛体とみなされる構造物もしくは各部材の釣り合いの喪失
・剛体安定の終局限界状態 ・基礎や支承も含んだ構造物全体の過度な変形，破裂，安定性の喪失による
・変位の終局限界状態 崩壊
・変形の終局限界状態 ・疲労や時間依存的な影響による破壊
・メカニズムの終局限界状態 (2)使用限界状態（ServiceabilitvLimitState)
(2)使用限界状態 通常の供用時における構造物と各部材の機能，使用者の快適性，施工時の
通常の使用性や機能確保または耐久性に関連する限界状態であり，使用性 外観に関する限界状態．ただし，ここでの外観とは，美しさではなく，たわみや
あるいは耐久性の照査に用いる．代表例として以下のものがあり，ひび割れの過度のひび割れを指している．使用限界状態は，修復可能と修復不可能とに
使用限界状態では，指標と限界値に，ひび割れ幅と許容ひび割れ幅を用い 区別される．照査は以下の面から行われる．
る． ・外観，使用者の快適性，構造物の機能に影響を与える変形
・ひび割れの使用限界状態 ・使用者に不快感を与えたり，構造物の機能を制限する振動
・変形の使用限界状態 ・外観，耐久性，構造物の機能に影響を与える損傷
・変位の使用限界状態
・損傷の使用限界状態 各限界状態の照査は，作用，材料特性，製品特性，地理条件などの数値を用
・振動の使用限界状態 い，部分係数設計法，もしくは確率論的手法により行われる．
・有害振動発生の使用限界状態
(3)病労限界状態
繰り返し荷重により疲労破壊を生じて安全性が損なわれる状態．終局限界状
態に含めて考える場合もあるが，ここでは個別に取り扱う．指標として，材料応
力あるいは部材断面力を用いる．

道路橋示方書I編・皿編 AASHTOLRFD 

許容応力度法を採用しているため，限界状態の定義などは明記されていな (l)使用限界状態（ServiceLimitState)
い． 通常の使用条件下での応力，変形，ひび割れ幅の制限として規定される．

使用限界状態は，必ずしも材料の強度や統計的検証のみから得られない経
・荷重に対する安全性等の照査は，下記により行われる． 験的な規定を与える．
・構造物の安全性等を確保するために強度，変形及び安定を照査しなければ (2)疲労・損傷限界状態（FatigueandFractureLimitState)
ならない．設計荷重作用時に部材に発生する応力度が許容応力度以下であ 疲労限界状態は，想定される応力の繰返し作用の結果として生じる応力の範
ること，終局荷重作用時に部材に発生する断面力が耐力以下であることを照 囲の制限として規定される．

査しなければならない． 疲労限界状態は，橋梁の設計供用期間における損傷を防ぐために，繰返し荷
重作用時のひび割れの進展を防ぐことを意図している．
損傷限界状態は， AASHTOの材料規格において，材料の強靱性の要求性能
として規定される．
(3)強度限界状態（Stren叫hLimitState)
強度の限界状態は，部分的かつ全体的な強度と安全性が，設計供用期間に
生じると想定される重要な荷重の組み合わせに抵抗するように規定される．
過度の被害や構造的な損傷が，強度限界状態では生じる可能性があるが，構
造ロバスト性は維持される．
(4)非常時限界状態（ExtremeEventLimitState)
非常事態限界状態は，地震や洪水，船や車両，流氷の衝突の際にも，橋梁の
構造的な残存性能が確保されるように規定される．
非常事態限界状態は，橋梁の設計供用期間よりも大きなサイクルで発生する
ような希に発生する事態として考慮される．
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4.部分係数の設定方法

1S019338では，評価事項の項目において，部分係数設計法について触れている．ここでは，材料の部

分安全係数と抵抗係数を定義している．材料の部分安全係数は，試験用供試体の強度と構造物本来の強

度とのばらつきを想定したものであり，他の原因によって起こり得る構造物の強度の低下も網羅するも

のとしている．また，抵抗係数は，コンクリートと鉄筋の違い，異なる計算モデルを用いた場合の違い，

破壊モードのじん性の違いなどを直接・間接的に網羅したものとしている．

土木・建築にかかる設計の基本では，性能の検証手法のひとつとして，部分係数設計法を推奨してい

る．ここでは部分係数設計法を，「目標とする基本的要求性能を一定の信頼度を保って確保するために，

作用の応答値及び耐カ・使用性等の限界値の基本要素が持つばらつき（分布）を，各設計変数の部分係

数として設定するもの」と定義している．また，部分係数設計法の導入により，構造設計における透明

性，説明性の確保が可能になると指摘している．

本章では，各規準で示されている部分係数設計法の内容を比較する．具体的には，設計段階において

部分係数法あるいは安全係数を既に導入している土木学会コンクリート標準示方書， EN1990・EN 1992, 

AASHTOLRFDの3つを比較対象とする．

4.1土木学会コンクリート標準示方書の安全係数

土木学会コンクリート標準示方書では，構造性能と耐久性の照査において，安全係数を用いることと

している．図4.1に，土木学会コンクリート標準示方書の構造性能照査における安全係数の考え方を示

ずここでは，安全係数として，材料係数ツ m, 荷重係数巧｀，構造解析係数叩，部材係数ッゎ構造物係

数ッ，の 5つを定義している．荷重から設計断面力を得る過程で乃とツ a, 材料強度から設計断面耐力を

得る過程でYmとツ b,得られた設計断面力と設計断面耐力を比較する段階でmを設定している．各安全
係数の定義は，下記のようになる．

(1)材料係数 材料強度の特性値からの望ましくない方向への変動，供試体と構造物中の材料特性の差

異，材料特性が限界状態に及ぼす影響，材料特性の経時変化等を考慮して定める．

(2)荷重係数 荷重の特性値からの望ましくない方向への変動，荷重の算定方法の不確実性，設計耐用

期間中の荷重の変化，荷重特性が限界状態に及ぼす影響，環境作用の変動等を考慮して定める．

(3)構造解析係数 断面力算定時の構造解析の不確実性等を考慮して定める．

(4)部材係数 部材耐力の計算上の不確実性，部材寸法のばらつきの影響，部材の重要度，対象とする

部材がある限界状態に達したときに，構造物全体に与える影響等を考慮して定める．

(5)構造物係数構造物の重要度，限界状態に達したときの社会的影響等を考慮して定める．

材料の特性値

設計基準強度

右：材料係数

設計強度

荷重の特性値

巧：荷重係数

設計作用荷重

Yb：部材係数 ↓冗：構造解析係数

設計断面耐力←ゴロ云戸：三三：］

図-4.1 土木学会コンクリート標準示方書の構造性能照査における安全係数
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また，各安全係数を対象とする限界状態に応じて定め，終局限界状態，使用限界状態，疲労限界状態

の各限界状態における標準的な安全係数の値を示している．表—4.1 に，これらの概要を示す．

表—4.1 標準的な安全係数の値

こここご：数、

材料係数ym 部材係数 構造解析係数 荷重係数 構造物係数

コンクリートYe 鋼材Ys Yb ya 乃 y i 

終局限界状態 1.3 1.0または1.05 1.1~1.3 1.0 1.0~1.2 1.0~1.2 

使用限界状態 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 

疲労限界状態 1.3 1.05 1.0~1.1 1.0 1.0 1.0~1.1 

なお，上記では，構造性能照査における安全係数を示したが，土木学会コンクリート標準示方書（施工

編）には耐久性照査における安全係数も定義されている．ここでは，コンクリートの中性化の進行や塩化

物イオンの浸透などの予測値の精度に対する安全係数や材料係数などを示している．

このように，土木学会コンクリート標準示方書では，構造性能照査と耐久性照査という 2つの面にお

いて安全係数を定義し，これらの具体的な数値を示している．構造性能だけでなく耐久性の照査に用い

る安全係数も示している理由は， 3章で示した設計・照査の前提条件として，コンクリート標準示方書（施

工編）の耐久性の照査を満足すれば，設計耐用期間内の構成材料の劣化を考慮することなく安全性と使用

性を照査することができるとしたことを反映したためと考えられる．しかしながら，各安全係数の算定

根拠が必ずしも本文中に明示されていないため，これらの数値の妥当性についてば慎重な検討が必要と

考えられる．

4.2 EN1990 • EN 1992の部分係数

次に， EN1990 • EN 1992における部分係数設計法の概要を示す． EN1990は部分係数設計法の基本的

な考え方を規定し， EN1992はプレストレスや疲労，材料，荷重の組み合わせなどコンクリート構造物

に関連した部分係数の具体的な数値についてのみ触れている．

EN 1990の部分係数設計法では，作用や作用の影響，抵抗の設計値を算定して，対象とする構造物の

各限界状態を損ねないことを確認することで照査を行う． EN1990では，終局限界状態と使用限界状態

の照査方法を示し，非線形解析や疲労の照査を行う際には，別途， EN1991~1999を適用することとし

ている．また，照査を行う際には，各作用を組み合わせることにより照査を行うが，同時に生じること

があり得ない作用同士を組み合わせてはならないとしている．

終局限界状態と使用限界状態の照査時に使用する設計値は，作用，作用の影響，材料と製品特性の設

計値，地理データ，抵抗の 5種類であり，下記で定義されている．

I

4

 

(1)作用の設計値 Fd

的＝YJFrep= YJ砂.k

ここで， Frep :作用の代表値

凡：作用の固有値

乃：代表値からの偏りに係る部分係数

If/ : 1.00もしくは，If/o, If/1，四

(2)作用の影響の設計値 Ed 

局＝YsdE{rf,iFrep,;;ad} i;:o,:l 

ここで， Erep :地理データの代表値
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知：地理データの設計値

陶：不確実性に係る部分係数

(3)材料と製品特性の設計値 Xd

X 
心＝nニ (4.3) 

rm 

ここで，ふ：材料と製品特性の固有値

n ：体積寸法，温度，湿度の影響他のパラメータを考慮した換算係数の平均値
加：固有値からの偏りなどに係る部分係数

(4)地理データの設計値 ad 

作用の影響や抵抗を評価する際の地理データの設計値は，名目上の値を用いてよい．

ad = anom (4.4) 

ここで， Gnom :名目上の地理データの設計値

(5)抵抗の設計値 Rd 

1 
Rd=―R{Xd,i;ad} i訂
rRd 

ここで，加：抵抗の不確実性に係る部分係数

(4.5) 

これらの設計値を用いて，終局限界状態の照査では，下記の 4種類の限界状態を照査する．

(l)EQU 構造物の静的な釣り合いの喪失
(2) STR 構造物の内部破壊および過度な変形

(3) GEO 地盤の破壊および過度な変形

(4) FAT 構造物の疲労破壊

EQUの照査は，下記の式(4.6)を用いる．

Ed,dst ~ Ed,stb 

ここで， Ed,dst :構造物を不安定にする作用の影響の設計値

Ed,stb :構造物を安定にする作用の影響の設計値

STR, GEOの照査は，下記の式(4.7)を用いる．

Ed ~Rd 

(4.6) 

(4.7) 

式(4.6), (4.7)において，作用の組み合わせの一般的な形は，式(8)のように示される．

恥＝ YsdE加，JGk,J叩P;rq,IQk政Q,;lf/o,;Qk,i}J;;;:l;i;;;:l (4.8) 

ここで， rg, YP, rが YQ :部分係数
Gk ：永続作用の固有値

p :プレストレスによる作用の代表値

Qk ：変動作用の固有値
If/ ：変動作用の組み合わせに係る部分係数

すなわち，作用の影響の設計値は，永続作用，プレストレスによる作用，変動作用にそれぞれの部分係

数を乗じたものを組み合わせることで得られる． STRとGEOの照査方法を図で整理すると，図-4.2の

ようになる．
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材料と製品特性

Ym 

抵抗

y Rd 

抵抗の設計値
熙査

作用

yf 

作用の影響

ッSd

作用の影響の

設計値

図—4.2 EN1990における部分係数法

一方，使用限界状態の照査では，下記の式(4.9)により照査を行う．

Ed： ：：：：ら（4.9)

ここで， Cd :使用限界の基準に係る設計値

恥：使用限界の基準で規定される作用の影轡の設計値

使用限界の要求性能としては，変形，ひび割れ，応力，ひずみなどが規定されており，これらの具体

的内容については， EN1992~1999で示されている各構造種別の記載事項を参考にすることとしている．

式（4.9)において，作用の影響の組み合わせは式(4.10)~(4.12)のように定義され，対象とする限界状態に

応じて作用の組合せを変更して照査を行うこととなる．

(1)特徴的な組合せ（Characteristiccombination) 

不可逆的な限界状態の照査時に用いられる．

恥＝E{Gk,j;P;Qk,I凍 O,;Qk,i}j ::C: l;i ::C: 1 

(2)頻繁にある組合せ(Frequentcombination) 

可逆的な限界状態の照査時に用いられる．

Ed= E{Gk,J;P；外IQk,I凍 2,;Qk,i}j ~ l;i ~ l 

(3)比較的永続的な組合せ(Quasi-permanentcombination) 

長期的な影響や構造物の美観の照査時に用いられる．

Ed= E{Gk,j;P；妬，;Qk,i}j ~ l;i ~ 1 

(4.10) 

(4.11) 

(4.12) 

これまでに示した EN1990の部分係数の具体的な数値は，信頼性設計の考え方に基づいた信頼性指標

の算定方法とともに，巻末の付属文書に示されている．

変動作用に係る部分係数vは，表—4.2 のように推奨値が設定されている．ここでは，対象となる建築

物や積雪の多い地域ごとにvを設定し，各vは，先に示した使用限界状態の照査時に設定する各作用の
組合せに対応する．lf/0は特徴的な組合せ， V]は頻繁にある組合せ，lf/2は比較的永続的な組合せの作

用を想定している．ただし，各uの値は， NationalAnnex内で，各国が独自のものを設定することが可
能である．
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表-4.2 変動作用に係る部分係数vの推奨値
作用 児。 'fl I 化

各カテゴリーの建築物に作用する荷重(EN1991-1-1) 

Categoly A: 住宅地域 〇.7 0.5 0.3 

Categoly B: 企業施設地域 0.7 0.5 0.3 

Categoly C: 宗教施設地域 0.7 0.7 0.6 

Categoly D: 商業施設地域 0.7 0.7 0.6 

CategolyE: 貯蔵施設地域 1.0 0.9 0.8 

Categoly F: 交通施設地域，車両重量が30kN以下 0.7 0.7 0.6 

Categoly G:交通施設地域，車両重量が30kNより大きく160kN以下 0.7 0.5 0.3 

CategolyH:屋根

゜ ゜ ゜雪荷重(EN1991-1-3) 

フィンランド，アイスランド，ノルウェー，スウェーデン 0.7 0.5 0.2 

他のCEN加盟国のうち海抜1000m以上の地域 0.7 0.5 0.2 

他のCEN加盟国のうち海抜1000m以下の地域 0.5 0.2 

゜風荷重(EN1991-1-4) 0.6 0.2 • 0 

火災以外の温度による影響(EN1991-1-5) 0.6 0.5 

゜りの値は， NationalAnnexにおいて別途設定してもよい．

終局限界状態の照査に用いる部分係数は，先に示した4種類の限界状態，すなわち， EQU,STR, GEO, 

FATにそれぞれに対応する形で部分係数の数値を示している．ここでは，この一例として， EQUの照査
に用いる部分係数の推奨値を表-4.3に示す．ここでも，各作用に対するyの推奨値を示しているが，

National A皿 exにより設定することも可能としている．

表—4.3 EQUの照査に用いる作用に係る部分係数

永続作用

好ましくない作用 1 好ましい作用
主な変動荷重※

付随する変動荷重

主なもの その他

Y Gj,sup G kj,sup Y Gj,inJG kj,inf )'Q」Qk,J YQ,l If。,;Qk,,

※変動作用は，表—4.2に示したものとする．

部分係数yの推奨値として下記のものを示すが， NationalAnnexにおいて設定してもよい．

Y Gj,sup=l.10 

y Gj,in/=0.90 

y Q,1 =l.50（好ましくない作用）， 0（好ましい作用）

y Q,i=l.50（好ましくない作用）， 0（好ましい作用）

使用限界状態の照査に用いる部分係数は，特に EN1991~1999で規定がない限り，1.0と設定する．

このため，作用の組合せは表-4.4のようになる．

表-4.4 使用限界状態の照査に用いる作用の組合せとこれに係る部分係数

永続作用 Gd 変動作用Qd
作用の組合せ

好ましくない作用 好ましい作用 好ましくない作用 好ましい作用

特徴的な組合せ G kj,sup G kj,inf Qk,J 化。,1Qk，1

頻繁にある組合せ G kf,sup G kj,inf 化」Q1c,1 化，lQk,i

比較的永続的な組合せ G kj,sup Gkj,inf 化」Qk,I 化，;Qk,i
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以上に示したように， EN1990では各限界状態の照査に用いる部分係数の推奨値を示しているが，こ

れらの値を各国が NationalAnnexにより独自に設定することを認めている． EN1990の巻末の付属文書

では，各国が独自の部分係数を定める際に必要となる信頼性設計法の概要を示している．ここでは，部

分係数を設定するための信頼性設計法の適用方法や，施工段階での構造物の信頼性を確保するための信

頼性指標グの値などを示している．

信頼性設計法は，設計供用期間内に，各限界状態に対する各破壊モードの破壊確率巳を確率的にどの

程度の発生頻度に収めるかという考えに基づいた設計方法である．このため，信頼性設計の考え方を設

計作業に直接的に導入すると，各限界状態に対する構造物の乃を求める必要が生じる（信頼性設計にお

いていわゆるレベルill).この場合，例えば，断面変更の度に破壊確率の計算を直接的に行う必要が生じ

るなど，設計作業が極めて煩雑なものとなる．このため，安全性の余裕度を示す指標として炒を導入す

る方法が用いられる（信頼性設計においていわゆるレベルII）． 炒は，pJの平均値と分散を用いて算定さ

れるため，間接的に構造物の破壊確率に対応関係を有するものとなる．すなわち，この方法では，pJの

代わりに，厄を安全性の規準として与えている．

部分係数設計法は，信頼性設計法を直接的に導入した場合に生じる煩雑な作業を軽減するため， Piや

炒をもとにして，構造物に作用する荷重とその強度に対する部分係数を導入して設計を行うものである

（信頼性設計においていわゆるレベル I).すなわち，凡や炒から設計規準に導入する部分係数を決定す

るため，設計者はこの部分係数を用いて設計を行うこととなる．このため，部分係数設計法を採用する

利点は，構造物に付与する安全性を明確かつ定量的に説明することが可能なことに加えて，確率統計的

手法を駆使して設計作業を行う際に生じる負担を軽減できることにある．

EN 1990の付属文書では，こうした信頼性設計に基づいた炒の算定方法の概要を示すとともに，具体

的に構造物の信頼性を確保するための炒の最小値を表-4.5のように示している．ここでは，構造物に求

められる信頼性に応じて炒を設定しており，この信頼性の分類は表—4.6 に示す構造物の破壊による影響

の分類と一対ーで対応するものである．すなわち， EN1990では，好を構造物の破壊が及ぼす影響の大

きさによって変化させていることとなる．また，これ以外にも';3に影響を与える要因として，施工の

管理や監督，施工時の検査の内容も挙げている．

表-4.5 信頼性指標炒の最小値の推奨値

信頼性の分類
かの最小値

1年の参照期間 50年の参照期間

RC3 5.2 4.3 

RC2 4.7 3.8 

RCI 4.2 3.3 

表-4.6 構造物の破壊による影響

結果の分類 解説 構造物の例

CC3 
人命の損失に与える影響が大きい

観覧席，破壊による影響が大きい公共施設
経済，社会，環境への影響が非常に大きい

CC2 
人命の損失に与える影響が中程度 住宅もしくは商業施設，
経済，社会，環境への影響がかなりある 破壊による影響が中程度の公共施設

CCI 
人命の損失に与える影響が小さい

人々があまり出入りしない農業施設，温室
経済，社会，環境への影響が小さいもしくは無視できる
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このように， EN1990では，各限界状態の照査時に必要となる部分係数の推奨値を示した上で，その

算定に必要となる信頼性設計の考え方および信頼性指標のキャリブレーション方法を示している．この

理由は，ここで示した部分係数を各国がNationalAnnexで独自に設定することを可能にしているためと

考えられる．すなわち， EN1990の推奨値に代わる部分係数を設定する場合には，信頼性設計の設計方

法に基づいて，各国が目標となる信頼性指標を設定し，これを用いてキャリブレーションすることによ

って部分係数を提案することを可能としている．

また，こうした EN1990の設計体系の多くは， ISO2394と等し<,ここで示した内容は，今後，我が

国で部分係数設計法に基づいた設計規準を導入する際に参考となる知見が多く含まれていると考えら

れる．

4.3 AASHTO LRFDの部分係数

AASHTOLRFDでは，各限界状態において式(4.13)を満たすことを設計体系の基本としている．

L1J;Y;Q;繹Rn=Ry (4.13) 

ここで，
1 

ni = n団紅1:2::: 0.95 , __:__ :S: 1.0 
nDn研J

乃：荷重係数，統計的に荷重の影響に乗じる係数

¢ ：抵抗係数，統計的に抵抗に乗じる係数，構造種別ごとに規定

ni ：荷重修正係数， じん性，冗長性，運営上の重要度に係る係数
枷：じん性に係る部分係数

廓：冗長性に係る部分係数

布：運営上の重要度に係る部分係数

Q； ：荷重の影響

Rn ：公称抵抗

凡：部分係数を乗じた抵抗

式(4.13)では，これまでに示した各規準でも取り扱われていた荷重や抵抗に係る部分係数に加えて，

じん性(Ductility),冗長性（Redundancy),運営上の重要度(OperationalImportance)の3つが橋梁の安全余裕

度に強い影響を与えることを踏まえ，これらを荷重修正係数として導入している． じん性と冗長性は，

橋梁の強度に関連した物理的な部分係数であり，運営上の重要度は，橋梁が供用できなくなった場合の

影響を考慮した部分係数である．これを図で整理すると図—4.3 のようなり，各部分係数は以下で定義さ

れている．

抵抗

¢ ：抵抗係数

構造種別ごとに規定

部分係数を考慮した
抵抗

熙査

荷重

乃：荷重係数

ni ：荷重修正係数

伽：じん性

nR ：冗長性

nI ：運営上の重要度

部分係数を考慮した
荷重

図-4.3 AASHTO LRFDにおける部分係数
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(I)荷重係数

荷重係数は，限界状態を表-4.7 の 12 種類，荷重を表—4.8 の 26 種類に設定した上で，定義されている．

表4.9に，荷重の組合せと各限界状態における荷重係数を示す．これまでに検討してきた土木学会コン

クリート標準示方書やEN1990• EN1992とは異なり，非常に細かい設定がなされている．

表—4.7 限界状態の設定

限界状態 定義

STRENGTH I 風のない橋梁での標準的な車両使用に係る荷重の組合せ

STRENGTH II 風のない橋梁での管理者に許可された特別車両使用に係る荷重の組合せ

STRENGTH ill 風速90km/hr以上の風のある橋梁に係る荷重の組合せ

STRENGTHN 活荷重に対する死荷重の割合が非常に大きい場合に係る荷重の組合せ

STRENGTH V 風速90km/hr以上の風のある橋梁での標準的な車両使用に係る荷重の組合せ

EXTREME EVENT I 地震作用を含む荷重の組合せ

EXTREME EVENT II 氷，船舶や車両の衝突，水などに係る荷重の組合せ

SERVICE I 
風速90km/hr以上の風のある橋梁での通常の使用に係る荷重の組合せ
変形やひび割れ幅の管理にも関連する

SERVICE II 車両の活荷重により鋼構造物の降伏などを考慮する荷重の組合せ

SERVICE ill ひび割れ幅を管理するためにプレストレスコンクリート構造物の引張力のみに係る荷重の組合せ

SERVICEN ひび割れ幅を管理するためにプレストレスコンクリート構造物の引張力のみに係る荷重の組合せ

FATIGUE 車両の繰り返し荷重や動的応答による疲労や破裂に係る荷重の組合せ

表—4.8 荷重の設定

記号 荷重
永続的な荷重 DD 下方向へのカ

DC 構造部材と付属物の死荷重
DW 表面などの付属物による死荷重
EH 水平的な地盤による荷重
EL 施工段階で生じた力の影響
ES 地盤による追加的な荷重
EV 地盤の死荷重による鉛直方向のカ

短期的な荷重 BR 車両のブレーキによるカ
CE 車両の遠心力によるカ
CR クリープ
CT 車両の衝突によるカ
CV 船舶の衝突によるカ
EQ 地震
FR 摩擦
IC 氷による荷重
IM 車両による動的な荷重
LL 車両の活荷重
LS 追加的な活荷重
PL 歩行者による活荷重
SE 沈下
SH 収縮
TG 温度勾配
TU 均ーな温度
WA 水と水の流れによるカ
WL 活荷重への風荷重
ws 構造物への風荷重
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表-4.9 荷重の組み合わせと各限界状態における荷重係数

Load Combination DC Use One of these at a Time 
DD 

LL 

IM 
DW  

CE 
TU 

EH WA  ws WL FR CR TG SE 
EV 

BR 
SH EQ IC CT CV 

ES 
PL 

LS 
Limit State El 

STRENGTH I 
1.75 1.00 1.00 0.50/1.20 

(unless noted) 
yp yTG Y SE 

STRENGTH ll yp 1.35 1.00 1.00 0.50/1.20 ?TG YsE 

STRENGTHlll yp 1.00 1.40 I 00 0.50/1.20 YTG YsE 

STRENGTHN Yp 
1.00 1.00 0.50/1.20 

EH, EV, ES, OW, DC ONLY 1.5 

STRENGTH V わ 1.35 1.00 0.40 1.00 1.00 0 50/1 20 yTG ySE 

EXTREME EVENT I yp yEQ 1.00 1.00 1.00 

EXTREME EVENT II わ 0.50 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 . 
SERVICE I 1.00 1.00 1.00 0.30 1.00 I 00 l.00/1.20 yTG YsE 

SERVICE II 1.00 1.30 I 00 1.00 l.00/1.20 

SERVICE lII 1.00 0.80 1.00 1.00 l.00/1.20 YTG YsE 

SERVICEN I 00 1.00 0.70 1.00 l.00/1.20 1.00 

FATIGUE 
0.75 

LL, IM&CEONLY 

(2)抵抗係数

AASHTOLRFDは，コンクリート構造物だけでなく，鋼構造物や基礎構造物など他の構造種別の設計

方法についても記述している．抵抗係数は，先に示した荷重係数とは異なり，構造種別ごとにその値が

定められている．表—4.10 に，コンクリート構造物の設計時に使用される抵抗係数の一例を示す．これ

は，通常の方法で施工される部材に対して強度限界状態の照査時に用いる抵抗係数を示しており，プレ

キャスト部材を用いる場合には別の値が採用される

表-4.10 通常の方法で施工される部材の抵抗係数

部材 抵抗係数
鉄筋コンクリートの曲げとねじり 0.90 
プレストレスコンクリートの曲げとねじり 1.00 
標準密度コンクリートのせん断とねじり 0.90 
低密度コンクリートのせん断とねじり 0.70 
軸方向の圧縮 0.75 
コンクリートの支点 0.70 
ストラット・タイモデルの圧縮 0.70 
標準密度コンクリートの定着部の圧縮 0.80 
低密度コンクリートの定着部の圧縮 0.65 
定着部の鉄筋の引張 1.00 
杭の施工時の抵抗 1.00 
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(3)じん性に係る部分係数

破壊前の強度限界状態や非常時限界状態において，橋梁の構造は，非弾性的な変形を確保するように

設計される．弾性限界を超えた後の構造物の応答は，脆性的なものと延性的なものによって特徴づけら

れる．脆性的な挙動は，即座に耐荷性能が失われるため望ましくない．延性的な挙動は，耐荷性能が失

われる以前の大きな非弾性的な変形により特徴づけられ，これによって構造物の倒壊の危険性を警告す

ることができる．このため，強度限界状態において，下記のように部分係数を設定する．

n詮 1.05 :じん性を考慮しない構造部材

枷＝1.00 :従来の設計による構造部材

n詮 0.95 :追加的にじん性を向上させるための方法が講じられている構造部材

ただし，強度限界状態以外の限界状態では，枷＝1.00とする．

(4)冗長性に係る部分係数

その破壊が橋梁の倒壊を引き起こすような主な部材は，破壊基準として設計され，これに関連した構

造部材は冗長性のないものとされる．一方で，破壊が橋梁の倒壊を引き起こさないような部材は，破壊

基準として設計されることはなく，これに関連した構造部材は冗長性のあるものとされる．強度限界状

態では，部分係数を下記のように設定する．

T/R :2'. 1.05 :冗長性を考慮しない構造部材

和＝ 1.00 :従来の冗長性レベルを有する構造部材

n詮 0.95 :例外的な冗長性レベルを有する構造部材

ただし，強度限界状態以外の限界状態では，加＝1.00とする．

(5)運営上の重要度に係る部分係数

強度限界状態と非常時限界状態に適用される．橋梁の管理者が，橋梁もしくはその部材の運営上の重

要度を示し，これに従って部分係数を決定する．このような橋梁の分類は，社会的な必要性や，安全や

防衛などの必要性にもとづくものである．

n彦1.05 :重要な橋梁

乃＝1.00 :標準的な橋梁

n戸 0.95 :比較的重要度の低い橋梁

強度限界状態と非常時限界状態以外の限界状態では，乃＝1.00とする．
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5.使用限界状態の照査におけるひび割れの取扱い

コンクリート構造物の表面には様々な原因によってひび割れが生じることがあり，従来からひび割れ

は構造物の耐久性を低下させる主な要因と考えられてきた．例えば，塩害環境下にあるコンクリート構

造物では，ひび割れ部から塩化物イオンや水，酸素が侵入すると鉄筋腐食が生じることが懸念され，耐

久性の低下を容易に招くことが予想される．このため，ひび割れ幅と鉄筋腐食の関係については多くの

実験と議論が積み重ねられてきた．しかし，ひび割れ幅の大小と鉄筋腐食には密接な関係があるとする

意見がある一方で，ひび割れ幅と鉄筋腐食の関係は明確でないとする意見もあり，ひび割れと鉄筋腐食

の関係について統一的な見解が得られるには至っていない 5.1,5.2), 5.3). 

コンクリート構造物の設計規準においては，許容ひび割れ幅の規定は主に使用限界状態の照査項目と

して記載されていることが多い．ところが，その内容を精査すると，各規準によって許容ひび割れ幅の

値や照査方法が異なるのが現状である．ここでは，使用限界状態の照査項目としてひび割れの取扱いに

着目し，各規準における許容ひび割れ幅の規定と曲げひび割れ幅の算定式を比較する．

5.1許容ひび割れ幅の規定

5.1.1コンクリート標準示方書と EN1992の許容ひび割れ幅の規定

表ー5.1に，各規準におけるひび割れの取扱いを整理する．

ISO 19338では，コンクリート構造物の使用性を損ねないようにひび割れを制御することが明記され

ている．これに対して，コンクリート標準示方書と EN1992では，使用性に加えて，耐久性と美観の面

からもひび割れを制御すべきとの記述がなされている．また，これら 2 つの規準では，表—5.2, 3に示

すように，鉄筋の種類と環境条件に対応した具体的な許容ひび割れ幅の値および算定式を定めている．

コンクリート標準示方書ではかぶりの関数として許容ひび割れ幅を示し， EN1992では具体的な許容ひ

び割れ幅を明記している．環境条件については，コンクリート標準示方書では定性的な環境条件の定義

に沿う形としているのに対し， EN1992ではコンクリートの規格である EN2065.4)に対応した形で許容ひ

び割れ幅を示している． EN206では，飛来塩分や中性化などの腐食環境の種別，乾湿繰り返し作用，化

学的侵食作用など 6つの大分類を行い，これをさらに細かく 18に分類した環境条件に対して，コンク

リートの水セメント比，圧縮強度，単位セメント量，空気量の推奨値を定めている．このため， EN1992 

の許容ひび割れ幅は，コンクリート構造物の置かれる環境条件とコンクリートの品質に対応した形とな

っており，結果的に，ひび割れ発生位置の鉄筋腐食の進展速度が主にかぶりコンクリートの品質と厚さ

に依存すること 5.5)を反映したものにもなっている．なお， EN1992における許容曲げひび割れ幅の規定

値は， NationalAnnexとして各国が独自の規定値を設定できるようになっている．

コンクリート標準示方書の許容ひび割れ幅はかぶりの関数で表されており，鉄筋腐食に影響を及ぼす

部材表面の許容ひび割れ幅が，かぶりが厚くなるほど大きくなるためとしている．また，コンクリート

標準示方書では，腐食性環境下で供用される構造物は，ひび割れ幅を許容ひび割れ幅以下に制御するこ

とに加えて，鋼材位置における塩化物イオン濃度の照査にも合格することが求められている．

5.1.2 ACI 318とAASHTOLRFDの許容ひび割れ幅の規定

2005年版のACI318は，上記の2つの規準とは異なる視点に立ち，ひび割れ幅は構造物により大きな

ばらつきを有すること，ひび割れ幅と鉄筋腐食の関係は必ずしも明確でないことなどから，実務上有害

とならない範囲にひび割れ幅を制限するための鉄筋間隔の算定式を示している．ここでは，式(5.1)を満

たすように，引張縁に最も近い位置の主鉄筋を配筋することとしている．

s = 15［勺°°)-25cc512[40:°°) (5.1) 

ここで， s:主鉄筋間隔（in.),fs: 2/3/y, /y:鉄筋の降伏強度(pSi), Cc:鉄筋の最小かぶり(in.)とする．
1999年以前のACI3185・6)では，許容ひび割れ幅を屋内で0.33皿 n,屋外で0.41mmと規定しており，こ
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れを満たすように式(5.2)を用いて主鉄筋を配筋することが定められていた

Z = fs(dcA)113 (5.2) 

ここで， Z:パラメータ（kips/in.),fs: 0.6八，L:鉄筋の降伏強度（kips/inり，叱：鉄筋の最小かぶり(mm),A:有
効コンクリート断面積で，鉄筋と同じ重心を有するようにとった引張部のコンクリートの断面積を鉄筋

本数で除したもの(mmりとする．

式（5.2)において， zの値は屋内で 175kips/in,屋外で 145kips/inと規定され，これらはひび割れ幅0.33mm
と0.41mmにそれぞれ一致する．すなわち， ACI318では曲げひび割れ幅を直接照査するのではなく，

主鉄筋の配筋間隔を設定することで，曲げひび割れが許容ひび割れ幅以下となるように間接的に制御す

る方法が採用されていた．

同様に， 2005年版の AASHTOLRFDでも，主鉄筋の間隔を算定するための式(5.3),(5.4)が示されて

いる．ここでは，部分係数叩を定義し，これを橋梁管理者が橋梁の置かれる環境条件に応じて決定す

ることで適切な許容ひび割れ幅を設定することを可能としている． Class 1は，ひび割れによる鉄筋腐

食と外観上の問題がそれほど深刻ではなく，ひび割れの発生に比較的寛容な環境を想定し， Class2は，

鉄筋腐食と美観の面からひび割れに対して厳しい制御を行う必要がある環境を想定している．この算定

式に従えば，許容ひび割れ幅は，叩＝1.00で0.43mm, 叩＝0.5で0.22mmと設定される．また， 凡

は，コンクリート表面と鉄筋位置でのひび割れ幅の違いを補正するための係数であり，式（5.3)が対象部

材の厚さに関係なく適用できることを意図したものである．

l23000ye 
s :o:::; ~-2dc 
凡fs

化＝1+c  
d 

0.7(h-dJ 

(5.3) 

(5.4) 

ここで， s:主鉄筋間隔(mm），万：部分係数(Class1で1.00,Class 2で0.75),叱：鉄筋の最小かぶり（皿n),

fs：使用限界状態における鉄筋の引張応力(MPa),h:部材の厚さもしくは高さ(mm)とする．
また， 2004年版以前のAASHTOLRFD5・7)では，式(5.2)と同様の算定式を用いて，主鉄筋の間隔を設定

することを明記し，厳しい腐食環境でなければ許容ひび割れ幅は0.4mmとしてよいとしている．

いずれにしても，米国では，構造物のひび割れ幅には大きなばらつきがあること，鉄筋腐食とひび割

れ幅の大小の関係が必ずしも明確でないことから，許容ひび割れ幅を規定してコンクリート表面のひび

割れ幅を制御する方法は採用されていない．ここでは，構造物の置かれる環境から概ね許容されるひび

割れ幅を設定し，これを満足するための主鉄筋間隔の算定方法を示しているまた， ACI318とAASHTO

LRFDの記述内容はほぼ同様のものであり，コンクリート構造物全般を対象とした ACI318の内容が

AASHTOLRFDに発展的に取り入れられているものと思われる．

5.1.3道路橋示方書の許容ひび割れ幅の規定

許容応力度法に基づく道路橋示方書では，具体的な許容ひび割れ幅の規定はなく，コンクリート表面

のひび割れ幅が概ね0.2mm程度以下となることを目安とした鉄筋の許容応力度を示している．

5.1.4許容ひび割れ幅の規定の比較

以上のことから，許容ひび割れ幅の規定は，規準間で根本的に異なることがわかる． EN1992とコン

クリート標準示方書では，許容ひび割れ幅の具体的な値もしくは算定式を示している． ところが， ACI

318とAASHTOLRFDでは許容ひび割れ幅を明記することなく，ひび割れを概ね許容される範囲内に制

御するための主鉄筋間隔の算定式を示している．道路橋示方書では，コンクリート表面のひび割れ幅が

0.2mm程度以下となることを目安とした鉄筋の許容応力度を示している．

ところが，このように許容ひび割れ幅の取扱いが規準間で大きく異なる一方で，各規準で目安とする

許容ひび割れ幅は，環境条件や鉄筋の種別に関わらず，概ね 0.2~0.4mmの範囲に収まっている．各規

準で目安とされている許容ひび割れ幅は， EN1992では0.2~0.4mm, コンクリート標準示方書ではかぶ
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り70mmと仮定した場合に 0.245~0.35mm, かぶり 50皿 nと仮定した場合に 0.175~0.25mm,ACI 318 

では 0.33もしくは 0.41mm,AASHTO LRFDでは 0.22~0.43mmである．すなわち，腐食環境や鉄筋の

種類の違いを考慮しても，各規準で目標とする許容ひび割れ幅は，概ね 0.2~0.4皿n程度であることが

確認できる．

これらのことから，許容ひび割れ幅の規定方法は各規準で大きく異なっているが，目安とする許容ひ

び割れ幅にはそれほど差がないと考えられる．

表—5.1 各規準におけるひび割れ幅の取扱い

ISO 19338 EN 1992 

・構造物の使用性を損ねないように1コンクリートのひび割れは應1j狸 ・ひび割れは，櫃造物の機能空耐久性を損ね主外観上玄陸が生じ
される． ない範囲に制限する．
・ひび割れは，使用限界状態において許容される発生確率の荷重 ・許容ひび割れ幅は， NationalAnnexになっており企国が独自に設
と荷重の組み合わせを用いて照査される． 定できるが，推奨値が示さ払ている（表—5.3}.

・ひび割れ制御が必要とされる場合において，引張力の作用する位
置での最小鉄筋量の算定式を示している．
・曲げひび割れ幅の算定式．およびひび割坑幅を制御するための
継筋径と銹筋閲屈を定める箇易法が示されている．

土木学会コンクリート標準示方書（構造性能照査編） ACI318 

・コンクリートに発生するひび割れが，構造物の機能、耐久性および ・1999年以前は，最大ひび割れ幅が屋外0.33mm.屋内0.41mmを
羨観箋その偲且目的を損なわないことを，適切な方法によって検討 超えないように鉄筋を配置することとしていたが，ひび割れ幅は構
しなければならない． 造物によってに大きなばらつきをもっていることから，現行では去造
・設計耐用期間中に，鋼材腐食によって構造物の所要の性能が損 上許容できる範囲にひび割れ幅を抑えるための鉄筋間隔の算定式
なわれることがないよう、コンクリート表面のひび割狂幅を制鯉丈るこ を示している．
とを原則とする． ・使用限界レベルの荷重による鉄筋応力によって生じるひび割れ幅
・許容ひび割れ幅は，構造物の使用目的，環境条件，部材の条件 と鉄筋腐食の関係が明確でないことから，屋外と屋内でのひび割れ
等を考慮して定める．堡柱の腐食に粒丈る許容ひび割れ幅は，還 幅の規定の違いはは削除された．
壌条｛生と劉杜の種類に応じて，かぶりの関数で示さ狂ている（表—
品
・胆げひび割也幅，錯柱位置の塩化物イオン濃度の箆定方法を示
し，耐久性を照査することとしている．

道路橋示方書m編 AASHTOLRFD 

・コンクリートの耐久性を確保するには，コンクリート表面に生じる設 ・曲げひび割れ幅を制御するための鉄筋間隔の算定式をホしてい
註上のひび割払幅が，劉拭の腐食に泣土る耐込性の点から註容さ る．
れるひび割れ幅以下であることを照査するのが合理的である．しか ・部分係数立、を設定し，橋梁管理査が註径ひび割払幅を必要に
ながら，現時点においては多様な荷重条件や鉄筋配置等に対する 応じて設定できるようにしている．環境条件としてClass1とClass2を
ひび割れ幅の算出方法について，明確になっていない．

想定し， Class!は外観上と鉄筋腐食への問題が少なくひび割れに
・コンクリート表面のひび割れ幅が0.2mm程度以下となることを目安

対してあまり注意を払う必要のない環境， Class2は外観と鉄筋腐食
として，鉄筋の許容応力度を示している．この値以下であれば，コン

に対して厳しい対策を講じる必要のある環境である．ひび割れ幅
クリート表面のひび割れ幅が耐久性上有害とならないとして規定し

は， Classl(y.=LOO)で0.43mmとなる．たものである．
・橋梁管理者が他の許容ひび割れ幅とする必要があれば，叩を直

接設定することができる．例えば，ツ,=0.5では0.22mmとなる．

表ー5.2 土木学会コンクリート標準示方書（構造性能照査編）の許容ひび割れ幅

鋼材の種類
鋼材の腐食に対する環境条件

一般の環境＊ 1腐食性環境＊＊1特に厳しい腐食性環境＊＊＊

異形鉄筋・普通丸鋼 0.005c 0.004c 0.0035c 

PC鋼材 | 0.004c 9 , 

＊：塩化物イオン濃度が飛来しない通常の屋外の場合，上中の場合等

**: I．一般の佳境に比較し，乾湿の繰返しが多い場合および特に有害な物質を
含む地下水位以下の土中の場合等鋼材の腐食に有害な影響を与える場合等

2海洋コンクリート構造物で海水中や特に厳しくない海洋環境にある場合

**: I．鋼材の腐食に著しく有害な影響を与える場合等 2．海洋コンクリート構造物で
干満帯や飛沫帯にある場合および激しい潮風を受ける場合等

c:かぶり（皿n)
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表—5.3 EN 1992の許容ひび割れ幅

RC部材とアンボンドPC鋼材 PC鋼材
環境条件＊

準永続荷重の組合せ 頻繁に作用する荷重の組合せ

XO、XC1 0.4** 0.2 

XC2、XC3、XC4 0.2*** 
0.3 

XDl、XD2、XSl、XS2、XS3 Decompression 

＊：環境条件は， EN206-1と等しい． XO：腐食の危険はない， XC:中性化による腐食環
境， XD：塩化物イオンによる腐食環境， XS：海水からの飛来塩分による腐食環境とす

**: XO, XCIでは，ひび割れ幅の耐久性への影響がなく，この制限は許容可能な外観を
保証するものである．外観の条件がなければ，この制限は緩和される．

***: XC2, XC3, XC4では，準永続荷重作用時のデコンプレッションも照査する．

5.2曲げひび割れ幅の算定式

曲げひび割れ幅の算定式についても各規準で異なる内容が採用されているため，ここでは， EN1992, 

コンクリート標準示方書， ACI318の曲げひび割れ算定式を比較する．なお， AASHTOLRFD,道路橋

示方書には曲げひび割れ幅の算定式が記載されていない．

5.2.1 コンクリート標準示方書の曲げひび割れ幅の算定式

曲げひび割れ算定式は式（5.5)で与えられ，算定されたひび割れ幅wが，表ー5.2の許容ひび割れ幅以下

であることを照査することとしている．

w=I.lk,kも {4c+ 0.7(c,―¢）｛誓［または尻）ロ,,,l (5.5) 

ここで， w:ひび割れ幅(mm),k1：鋼材の表面形状がひび割れ幅に及ぼす影響を表す係数で，一般に，異

形鉄筋の場合に1.0,普通丸鋼および PC鋼材の場合に1.3としてよい．柘：コンクリートの品質がひび

割れ幅に及ぼす影響を表す係数で，式(5.6)による．総引張鋼材の段数の影響を表す係数で，式(5.7)によ

る． c:かぶり(mm), Cs：鋼材の中心間隔， ¢:鋼材径(mm）， 巧 e:鋼材位置のコンクリートの応力度が 0

の状態からの鉄筋応力度の増加量(NImmり，O"pe:鋼材位置のコンクリートの応力度が 0の状態からのPC

鋼材応力度の増加量(NImmりとする． Es:鉄筋の弾性係数， Ep:PC鋼材の弾性係数， E'csd: コンクリート

の収縮およびクリープ等によるひび割れ幅の増加を考慮するための数値で，一般の場合， 150X1炉程度，

高強度コンクリートの場合 lOOX10-6としてよい．

15 
朽＝＋0.7
fC'+20 

柘＝
5(n+ 2) 

7n+8 

ここで，f'c:コンクリートの圧縮強度， n:引張鋼材の段数とする．

5.2.2 EN 1992の曲げひび割れ幅の算定式

(5.6) 

(5.7) 

EN 1992では鉄筋の種別と環境条件に応じた許容ひび割れ幅が規定されており，これを照査するため

の曲げひび割れ幅の算定式として，式（5.8)~(5.10)が示されている．

w = 5r,max (c:sm―E:cm)_ (5.8) 
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(ls -k, ~(1 + aePp,eff) 
Pp,eff 6 

esm -£cm = ~ 2': 0.6-と
E E s -s 

(5.9) 

Sr,max ＝柘c+
k1朽k4</>

Pp,eff 
(5.10) 

ここで， w:ひび割れ幅(mm),Sr,max:最大ひび割れ間隔， E sm:鉄筋の平均ひずみ， E cm:ひび割れ間のコ

ンクリートの平均ひずみ， 叩鉄筋の応力， k1:荷重の作用期間の係数で，短期では 0.6,長期では 0.4

とする．JCI研ひび割れが最初に確認された時のコンクリートの平均引張強度，,0p,eff: (As +ゎ切'~)/Ac,eff,
As:鉄筋面積， ふ：異なる径のPC鋼材と鉄筋の付着力を調整する係数で，［（ど¢/む）とする． ど： PC

鋼材と鉄筋の付着力の比率，¢s:鉄筋の最大径，む：PC鋼材の径， A'P：PC鋼材の面積， Ac研引張側コ

ンクリートの有効面積， ae: E/Ecmで，鉄筋とコンクリートの割線弾性係数の比とする． c:かぶり， ¢: 

鉄筋径， k,:鉄筋の付着の影響を表す係数で，付着の強い鉄筋では 0.8,PC鋼材のような滑らかな表面

の鉄筋では1.6とする．柘：ひずみの分布を表す係数で，曲げでは0.5,引張のみではじ0とする． k3,ね：

3.4, 0.425を推奨するがNationalAnnexとする．

これ以外にも，ひび割れ幅を制御する必要がある際に用いる最小鉄筋面積の算定式や，式(5.8)~(5.10)

を用いずにひび割れ制御を行うための簡易法として，鉄筋間隔，鉄筋径，鉄筋応力と許容ひび割れ幅の

関係を表形式で示している．

5.2.3 ACI 318の曲げひび割れ幅の算定式

2005年版のACI318では具体的な許容ひび割れ幅を明記することなく，ひび割れを概ね許容できる範

囲に制限するための鉄筋間隔の算定式として式（5.1)を示していた．しかし， 1999年以前のACI318では，

式（5.2)の基礎である式(5.12)のGergely-Luts式を曲げひび割れ幅の算定式として示している．

W=  0.076飢炉四 （5.12) 

ここで， w:ひび割れ幅(O.OOlin.), /J:中立軸から引張縁までの距離と鉄筋中心までの距離の比で，簡単

化のためはりでは1.2,スラブでは1.35,Is:鉄筋の引張応カ(N/皿nり， de:鉄筋の最小かぶり(mm),A:有
効コンクリート断面積で，鉄筋と同じ重心を有するようにとった引張部のコンクリートの断面積を鉄筋

本数で除したもの(mmりとする．

5.2.4曲げひび割れ幅の算定式の比較

ここで示した曲げひび割れ幅の算定式の比較は，角田 5.8)によって詳細に行われている．角田の検討し

た算定式は，ここで引用した各規準の旧版で採用されていたものであるため上記の算定式とは細部で若

干異なるが，ほぼ同様の形式で現在まで至っている．

角田によれば，ひび割れ幅の算定式は，ひび割れ間隔に相当する項とひずみに関する項の積の形で表

されているとしている．コンクリート標準示方書， EN1992の算定式は，この形で構成されている． ACI

318 の算定式においても，実際には，ひび割れ間隔の項 0.086炉✓dc;AXムとひずみの項fs広の積とみな
すことができる．このため，曲げひび割れ幅の算定式を定式化するためには，まずひび割れ間隔を定式

化することが必要となる．しかし，実際にはひび割れの発生メカニズムが非常に複雑なことと，実験デ

ータのばらつきが大きいことなどから，上記の 3式にみられるように，ひび割れ間隔の算定方法は大き

く異なり，結果として各規準では異なる曲げひび割れ幅の算定式が採用されている．

ひび割れ間隔に関する項は，各規準で異なる式が用いられているが，各式に共通して取り入れられて

いるのがかぶりである．このため，どの規準も，かぶりを曲げひび割れの発生間隔に影響を与える要因

として認識していることを示していると考えられる．コンクリート標準示方書では，かぶり以外に曲げ

ひび割れの性状に影響を与える要因として，鋼材の種類，鋼材の応力度の増加量，コンクリートの有効

断面積，鋼材径，鋼材比，鋼材の段数，鋼材の表面形状，コンクリートの品質およびプレストレス等な

ど多くのものを指摘している．
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再び角田の指摘に戻れば，曲げひび割れ幅の算定において，ひび割れ間隔の定式化に並ぶ重要な項目

として，鉄筋とコンクリートの間のひずみ差を指摘している．この際，コンクリート表面のひび割れ幅

に関する限りコンクリートの弾性ひずみが微小で無視できることから，ひび割れ幅の定式化の際に重要

な項目として，ひび割れ発生後のコンクリートの引張抵抗を無視した場合の鉄筋応力と実際の平均応力

の差△(7s, コンクリートの乾燥収縮とクリープの影響を挙げている．△巧は，持続荷重や繰り返し荷

重が作用した際に，減少する性質を持っている． EN1992では，これを考慮するために k1を採用してい

る．また，コンクリートの乾燥収縮とクリープは鉄筋とコンクリートの間のひずみ差を生じさせ，結果

的にひび割れ幅の増大をもたらす．コンクリート標準示方書では，この影響を考慮するため， E'csdを曲

げひび割れ幅の算定式に導入している．しかしながら，設計に用いることのできる基礎データが必ずし

も多くないことなどから，ここではこれまでの実績等を総合的に勘案した値を採用するに留まっている．

このように，各規準で採用されている曲げひび割れ幅の算定式は，曲げひび割れ幅をひび割れの間隔

に関する項とひずみに関する項の積の形で定義している点では共通している．しかしながら，各項の具

体的な内容を精査すると，それぞれ大きく異なる設計思想に基づいた算定式を採用していることがわか

る．

5.3ひび割れの取扱いの比較検討結果

許容ひび割れ幅の規定と曲げひび割れ幅の算定式は，各規準で異なる内容が示されていた．特に曲げ

ひび割れ幅の算定式は，ひび割れの発生自体が複雑な現象であり，現時点でも理論的な定式化が困難と

なっているものである．このため，各規準で採用されている曲げひび割れ幅の算定式には，各国独自の

設計思想に基づいた異なる算定式が採用されたと考えられる．しかしながら，耐久性，特に鉄筋腐食と

外観上の美観の面を考慮して設定される許容ひび割れ幅の制限値は，どの規準においても 0.2~0.4mm

の範囲内に収まりほぼ同程度のものとなっていた．曲げひび割れ幅の算定式では理論的な定式化が困難

なために各国の設計思想を反映する余地が残されていたが，許容ひび割れ幅の値については，ひび割れ

の大小と鉄筋腐食の厳密な関係は明確でないとしながらも，鉄筋腐食の影響を小さく抑え，外観上問題

とならない程度に許容ひび割れ幅を設定したために，規準間の差が比較的小さくなったと考えられる．
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6.終局限界状態の照査におけるせん断耐力の算定式

せん断破壊は極めて脆性的な破壊挙動を示すため，コンクリート構造物の設計時には，例外なく，終

局限界状態の照査において作用せん断力に対する安全性を確認することが求められている．しかし，せ

ん断耐力は，せん断破壊が曲げ破壊と異なり複雑な破壊メカニズムを示すことなどから，現時点におい

ても理論的な算定方法が確立されるには至っていない．このため， ISO19338では，コンクリート構造

物の設計規準に記載すべき照査項目として，工学的原理に基づき，かつ実験結果との整合性のとれたせ

ん断耐力の算定方法を示すことを明記しているが，具体的な算定方法は規定しておらず，諸外国では異

なるせん断耐力算定式が採用されている．

理論的な算定式が確立されていない現状では，諸外国で採用されているせん断耐力算定式の策定根拠

や算定精度は大きく異なることが予想される．将来的に性能照査型の設計方法が普及すること踏まえれ

ば，より正確な性能照査方法を確立することが必要であり，せん断耐力の照査においても精度の良い理

論的な算定式が求められることとなる．

これらのことを踏まえ，ここでは，各規準で採用されているせん断補強鉄筋を有する RCはり部材の

せん断耐力算定式の特徴とこれらの相違点を整理した上で，既存の実験データを用いて各算定式の精度

を検証する．

6.1せん断補強鉄筋を有する RCはり部材のせん断耐力算定式

せん断補強鉄筋を有する RCはり部材のせん断耐力算定式は，各規準で異なる算定式が採用されてい

る．コンクリート標準示方書，道路橋示方書， ACI318は圧縮斜材角を 45度と仮定した修正トラス理論

に基づく算定式を採用しているが，これは EN1992の採用する可変角トラス理論(VariableTruss Angle 

Method)に基づいた算定式とは大きく異なる．また， AASHTOLRFDは，修正圧縮場理論（Modified

Compression Field Theory)に基づいた算定式を採用している．以下に，これらの算定式の特徴と相違点を

整理する．

6.1.1修正トラス理論に基づいたせん断耐力算定式

コンクリート標準示方書，道路橋示方書， ACI318は，せん断補強鉄筋を有する RCはり部材のせん

断耐力算定式として，修正トラス理論に基づいた算定式を採用している．図ー6.1に，せん断補強鉄筋を

有する RCはり部材の耐荷機構の概略図を示す．ここでは，せん断補強鉄筋を用いない RCはり部材の

せん断耐力をコンクリート負担分のせん断耐力(Ve)とし，これに圧縮斜材角を45度に仮定したトラス機

構から得られるせん断補強鉄筋負担分のせん断耐力(Vs)を加算して，せん断補強鉄筋を有する RCはり

部材のせん断耐力としている．

V
↓― 

>↓＿ 
v.  -

vd f'n叩 lvcon

Ve与 V +v+V“Vs  con a d 
vcon：ひび割れのない圧縮側コンクリートのせん断抵抗 修正トラス理論では， 0=45゚ と仮定

Vd：ダウエル作用によるせん断抵抗

vcon骨材のかみ合わせによるせん断抵抗

(a) Veの概略 (b) Vsの概略

図ー6.1 せん断補強鉄筋を有する RCはり部材の耐荷機構の概略図
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表ー6.1に，修正トラス理論に基づくの算定式の概要を示す．修正トラス理論に基づく算定式は，国内

外で広く受け入れられている． しかしながら，実際の RCはり部材のせん断耐力を過小に評価すること

が多く，過大な安全余裕度を与えることが問題点として指摘されている．この原因は，次に示すように，

修正トラス理論が VeとVsの双方の計算過程において大胆な仮定を設けているためである．

(1) Ve算定時の仮定

修正トラス理論では， Veをせん断補強鉄筋のない RCはり部材のせん断耐力とし，せん断ひび割れ発

生後もこれが一定に保たれると仮定してせん断耐力を算定する． しかし，実際の RCはり部材では，せ

ん断ひび割れの発生以降，ひび割れの進展，ひび割れ幅の拡大，変形の増加の過程において， Veが一

定であるという明確な根拠はなく，むしろ Veは減少する可能性が高いと考えられる．逆に，せん断ス

パン比の小さい RCはり部材では，せん断ひび割れ発生後の耐荷メカニズムがアーチ機構へと移行する

ため，終局時の Veは計算値よりも増加することが予想される．

過去の設計規準では， Veの存在を無視し， トラス機構から算定される Vsのみを RCはり部材のせん

断耐力として算定していた．これに Veを加算した理由は，経験的に Vsのみで算定されるせん断耐力が

大幅に安全側の評価となることを修正するためであり，必ずしも明確な根拠があったわけではない．

(2) Vs算定時の仮定

修正トラス理論では， Vsを45度の圧縮斜材角を仮定したトラス機構から算定するため，これに対応

するせん断補強鉄筋の全数の降伏をもって終局とする．しかし，実際には，せん断補強鉄筋の降伏後も

より大きな荷重に耐えることができる場合や，せん断補強鉄筋が全数降伏する以前に圧縮縁のコンクリ

ートが圧縮破壊に至る場合もあり，せん断補強鉄筋の降伏と RCはり部材のせん断破壊との関係は明確

でない．

また，せん断ひび割れの傾斜角は常に45度ではなく， RCはり部材のせん断補強鉄筋比などの影響を

受けて変化すると予想される．現行の各設計規準では，安全側の評価を与えることを目的として，圧縮

斜材角を45度に仮定したトラス機構を採用している．

表ー6.1

コンクリート標準示方書＊ 道路橋示方書 III編 ACI 318** 

Ve ｀順可言叫wd 凡bwd 〔1.9訂＋2500p賢）凡d

Vs 
人fwy且＿ AJ吻二L 生 d
s 1.15 s 1.15 s 

修正トラス理論に基づいたせん断耐力算定式

＊コンクリート標準示方書の算定式の基礎となったのが，式(6.1)の二羽ら 6.1)による実験式である．

Ve= 0.2約討芦言凡。．75＋凸瓜d (6.1) 

**ACI318における強度の単位は，psi(poundper square inch)である．

ただし，上記において，f'c:コンクリートの圧縮強度(NImmり，pt：引張鉄筋比， a:せん断スパン長(mm),d:有効

高さ(mm），凡：幅（mm),Aw:せん断補強鉄筋の断面積(mmり，fwy:せん断補強鉄筋の降伏強度(NImmり， s:せ

ん断補強鉄筋の間隔（mm),てc:コンクリートが負担できる平均せん断応力度(NImmり，凡：作用せん断力(factored

shear force), Mu:作用曲げモーメント(factoredmoment),集中荷重の場合 V必1Mu= d/aとする．上記は，全て，軸

カの作用していないRCはり部材を対象とする．

一
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6.1.2可変角トラス理論に基づいたせん断耐力算定式

修正トラス理論に含まれる問題点を考慮し， EN1992は，可変角トラス理論を採用している． EN1992 

に準拠して算定されるせん断補強鉄筋を有する RCはり部材のせん断耐力は，式(6.2)からせん断補強鉄

筋の負担するせん断耐力 VRd,s, 式（6.3)から圧縮ストラットの圧壊時のせん断耐力 VRd,maxを算定し，両者

のうち小さい方とされる．

A 
VRd,s＝ニzf吻cote (6.2) 
s 

v ＝佑w凡zvif'C
Rd,max - (COt 0 + tan 0) 

(6.3) 

ここで， z: 0.9d, d:有効高さ(mm), e:圧縮斜材角，佐w:圧縮応力を考慮した係数でプレストレスの

ない部材では 1，切：せん断ひび割れの発生したコンクリートの強度低減係数であり 0.6(l-f'C/250)を推
奨とする．

修正トラス理論と最も異なる点は， Veの存在を無視し， Vsの算定においても圧縮斜材角を 45度に固

定するのではなく一定の範囲内で設計者が自由に設定できることである． EN1992では， coteの範囲と
して式(6.4)を推奨し，英国のN.A.6.2)においても同様の数値が設定されている．

1 ~cote~ 2.5 (6.4) 

このため， EN1992の圧縮斜材角は 21.8度から 45度の範囲で設定され， Veを無視しているが， Vs

の算定値は修正トラス理論で得られるものよりも大きくなることも起こり得る．これは，圧縮斜材角が

必ずしも一義的に決定できるものではなく，対象とする部材の諸条件により変動するとの認識を反映し

たためと考えられる．

なお， EN1992の旧版 6.3)には，修正トラス理論に基づくせん断耐力算定式も標準的方法（Standard

Method)として記載され，どちらの算定方法を用いても良いとされていたまた，英国のN.A．の旧版 6.4)

ではcoteの範囲を0.67~1.5としていた．しかし，修正トラス理論による算定値が大幅に安全側の評価
を与えることなどから，現在では可変角トラス理論のみが採用され， coteの範囲は英国の N.A．でも式
(6.4)が用いられている．

6.1.3修正圧縮場理論に基づいたせん断耐力算定式

AASHTO LRFDは，修正圧縮場理論に基づいたせん断耐力算定式を採用している． Collinsら6.5)によ

って提案された修正圧縮場理論は，ひび割れの生じている鉄筋コンクリート要素を一様な性質を持つ連

続的な要素として捉え，要素内の力の釣合条件と変形の適合条件を用いることで，せん断耐荷機構を評

価しようとするものである．修正圧縮場理論を用いてせん断耐力を算定する場合，設計者は計算機を用

いて複雑な収束計算を行うことを強いられる．このため， AASHTOLRFDでは，容易にせん断耐力を算

定することを可能とするために，コンクリートの圧縮強度の関数として，圧縮斜材角とコンクリート負

担分のせん断耐力の修正係数を示している．

AASHTOLRFDのせん断耐力算定式は，式（6.6)を用いて Ve,式（6.7)を用いて Vsを算定し，これらを

足し合わせてせん断補強鉄筋を有する RCはり部材のせん断耐力としている．

凡＝ 0.083/Jヽ~b図（6.6)

vs = A」~cot 0 (6.7) 
s 

ここで，炒：せん断ひび割れの発生したコンクリートの引張応力の伝達能力に関する係数とする．

AASHTOLRFDのせん断耐力算定式は， VeとVsを加えてせん断耐力を得るという点では，従来の修

正トラス理論と同様の考え方に基礎を置くものである． しかし， Veの算定ではコンクリートの引張応

力伝達能力に応じた低減係数を考慮し， Vsの算定では圧縮斜材角を対象とする RCはり部材の諸条件に

より変化させているという点で，修正トラス理論をさらに修正した形となっている．
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6.2せん断耐力算定式の精度検証

これまでに整理したせん断耐力算定式の精度を検証するため，国内外で行われたせん断補強鉄筋を有

する RC はり部材の載荷試験の実験データを収集した．表—6.2 に，供試体の概要を文献ごとにまとめる．

表ー6.2 せん断補強鉄筋を有する RCはり供試体の実験データの概要

研究者 供試体数 几(N/mmり Pw(¾) d(mm) aid r(¾) 

土木研究所 4 19-36 1.07 600 2.5 0.05, 0.1 I 

土木研究所6.6) 1 36 1.13 350 3.0 0.18 

阿部ら67) 2 28, 36 1.01, 3.38 200, 400 3.0, 4.0 0.38, 0.42 

谷村ら68) I 20 2.14 400 2.5 0.48 

黒岩ら69) 5 23, 30, 32 2.14 400 3.0 0.07, 0.14, 0.21 

橋本ら610) I 17 1.99 200 2.5 0.28 

土屋ら6.1I) 5 28-83 1.59, 1.84 350, 1200 3.0 0.16-0.21 

土屋ら612) 2 28, 33 1.84 350 3.0 0.16 

黒岩ら6.13) 6 34-75 1.32, 1.98 690 3.0 0.10-0.25 

井上ら614) 2 24, 27 3.71 239 3.9 0.06, 0.24 

伊藤ら615) 6 87, 101, 115 1.50, 3.40 234, 250 3.0, 4.5 0.42, 0.45 

原ら616) 4 28-55 1.84 350 3.0 0.16, 0.18, 0.21 

新田ら617) 3 80, 81, 83 1.65, 1.99, 2.32 400 3.0 0.16 

下野ら618) 4 75, 78, 80 2.27, 2.28, 2.32 400 3.0 0.12-0.24 

雀ら619) 11 40-103 3.02, 5.01 183 3.6 0.12 

下野ら620) 6 93-108 2.27 400 3.0 0.09-0.48 

Regan etal. 6.21) 3 47, 48, 52 2.39, 3.85, 4.19 200, 340, 350 3.6, 3.7, 3.8 0.25, 0.45, 0.50 

Shin et al. 6 22) 8 52, 73 3.77 215 2.5 0.25-0.94 

Ozxebe eta!. 6 23) 12 58-82 2.59-4.43 310 3.0, 5.0 0.14-0.28 

Collins et al. 6・24l 2 47 0.76, 1.05 925 2.9 0.08 

Kong et al. 6 25) 37 64-89 2.80-4.47 198-542 2.4-3.3 0.10-0.26 

Yoon et al. 6 26) ， 36, 67, 87 2.8 655 3.1 0.08-0.23 

Xie et al. 6 27) 5 43-109 3.2-4.54 198, 203 3.0, 4.0 0.49-0.78 

Sarsam et al. 6 28) 14 39-80 2.23-3.51 233, 235 2.5, 4.0 0.09, 0.14, 0.19 

Roller et al. 6 29) 7 72, 120, 125 1.65-2.35 559, 762 2.5-3.0 0.07-0.43 

Jhonson et al. 6 30) 7 36-72 2.49 539 3.1 0.07, 0.14 

Elzanatv et al. 6 31) 3 21, 40, 63 2.5, 3.3 279 4.0 0.17 

Krefeld et al.6 32> 20 16-49 2.22 456 4.0 0.07-0.16 

Bresler et al. 6 33) 6 24-30 1.80-3.66 461, 464, 466 3.9, 4.0, 4.9 0.10-0.20 

Johnston et al. 6.34) 10 22, 22.2 0.78-0.87 305 3.0 0.10 

Clark et al. 6 35) 13 21-30 3.10, 3.42 390, 314 2.3, 2.4 0.37-0.61 

収集した実験データは下記の(1)~(7)の全ての条件を満たす計219体である．

(1)せん断破壊に至ったもの（曲げ破壊先行型は含まない）

(2)矩形断面を有するもの

(3)軸力を作用させていないもの

fwv(NImmり
363-821 

363 

360 

388 

974 

324 

339, 467, 803 

706, 747 

1029-1403 

250, 257 

343-382 

747, 803 

1028 

I 111, 1128 

295 

814-1138 

270, 330, 350 

414 

255 

508 

569, 632 

430 

324 

820 

407,445,448 

479 

379 

237-517 

325 

310 

331 

rf wv(NImmり
0.20-0.87 

0.66 

1.37, 1.52 

1.86 

0.69, 1.37, 2.06 

0.91 

0.57-1.58 

1.12, 1.18 

1.03-2.70 

0.14, 0.87 

1.96-2.91 

1.18, 1.43, 1.58 

1.63 

1.34-2.68 

0.35 

1.03-3.93 

0.68, 1.56, 1.66 

1.04-3.89 

0.35-0.71 

0.40 

0.64-1.49 

0.35-1.00 

1.59-2.53 

0.76, 1.14, 1.53 

0.30-1.93 

0.33, 0.67 

0.65 

0.21-0.64 

0.33-0.65 

0.32 

1.23-2.02 

(4)一点もしくは二点集中静的単調載荷を行ったもの（逆対称載荷，正負交番載荷は含まない）

(5)コンクリート圧縮強度 16~124MPa,せん断補強鉄筋降伏強度237~1403MPa

(6)引張鉄筋比0.76~5.13%,せん断補強鉄筋比0.06~0.94%

(7)有効高さ 183~1200mm,せん断スパン比2.3~5

この中で引張鉄筋比と有効高さの条件は， Okamuraら6.36)がせん断補強鉄筋のない RCはり部材のせん

断耐力算定式を提案する際に収集した実験データの条件を満足するものである．コンクリートの圧縮強

度とせん断補強鉄筋の降伏強度は，高強度材料に関連した研究開発が活発に行われていることから，高

強度のものも採用することとした．せん断耐力の算定時には，コンクリートと鉄筋の強度の制限などは
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設けず，材料試験等から得られた各材料の強度をそのまま用いた．また，せん断スパン比が小さい場合，

アーチ機構によりせん断耐力が大幅に増加し，せん断耐荷機構が異なってくることが知られているため，

せん断スパン比の下限値は 2.3とした．

上記で得られた実験データを用いて，次に示す(1)~(6)の規準で採用されているせん断耐力算定式の精

度を比較し，各算定式の特徴を考察する．

(1)道路橋示方書 (IIIコンクリート橋編）

(2)土木学会コンクリート標準示方書（構造性能照査編）

(3) Veを二羽式， Vsを(1),(2)と同様の方法で算定

(4)ACI-318 

(5) EN1992 

(6) AASHTO LRFD 

各せん断耐力算定式による（実験値）／（計算値）の平均値と変動係数を表ー6.3に示す．また，各せん断耐

力算定式による計算値と実験値の関係を図ー6.2に示す．

表6.3 各せん断耐力算定式の推定精度の比較

せん：こ笠王定式I2]伍6|2lI(]:%|ll:::b |2I：]6 |4:]6 | 2:;/4 

（実験値）／（計算値）の平均値を比較すると，道路橋示方書の値が最も大きく，安全側の評価を行う傾向

が強い．また，道路橋示方書を用いた場合，危険側の評価となった供試体は全219体中で l体のみであ

り，せん断耐力算定式にかなりの安全余裕度を見込んでいることが読み取れる．（実験値）／（計算値）の平

均値が最も小さく精度が良いのはAASHTOLRFDの算定式であり，次いでVeを実験式である二羽式で

算定した場合の精度が良い．

一方，（実験値）／（計算値）の変動係数を比較すると， EN1992のばらつきが最も大きく，危険側に評価

された供試体の数も多い．この原因は，今回行った EN1992の算定式による試算において，修正トラス

理論に基づいた他の算定式と異なり圧縮斜材角を cot0 =2.5と仮定したことにより， Vsを過大に評価し

たためである可能性が高い．
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図ー6.2 各せん断耐力算定式による計算値と実験値の比較
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図6.3,4, 5, 6に，各せん断耐力算定式による（実験値）／（計算値）と，コンクリート圧縮強度(f'c),せ

ん断補強鉄筋降伏強度(fwy),rfwy（せん断補強鉄筋比 rとfwyの積），せん断スパン比(aid)の関係を示す．

道路橋示方書，土木学会コンクリート標準示方書， Ve算定に二羽式を用いた場合， ACI318など修正

トラス理論に基づいたせん断耐力算定式では，f'Cやfwyとは有意な関係は認められないが， rfwyと aidが

小さい領域では（実験値）／（計算値）が大きくなる傾向にある．これは，修正トラス理論では圧縮斜材角度

を45度に固定しているため，rfwyが小さい部材では Vsを過小に評価する傾向にあることが原因と考え

られる．また，修正トラス理論は 45度の圧縮斜材角に対応するせん断補強鉄筋が全数降伏する時点の

作用せん断力をせん断耐力としたものであるが， aidが小さい部材ではせん断ひび割れ発生後にアーチ

作用が卓越するため，せん断補強鉄筋降伏後もさらに大きな荷重に耐えることができたと考えられる．

一方，可変角トラス理論に基づいた EN1992では， トラス機構のみでVsを算定しこれをせん断耐力

とするため，fwyと rfwyが大きくなるほど（実験値）I（計算値）が小さくなる傾向にある．特に， rfwyが約

1.5N/mm慎上の領域では大部分の実験データが危険側に評価されている．これらの原因は，可変角トラ

ス理論による算定結果が coteの設定値の影響を強く受け，ここで仮定した cot0 =2.5が過大であったこ
とが原因と考えられる．

このように，各せん断耐力算定式の精度は， トラスの圧縮斜材角度の取り方に大きく依存すると考え

られる． 45度と一定に仮定した修正トラス理論ではrfwyが小さい部材で Vsを過小に評価し， cot0 =2.5 

と仮定した可変角トラス理論では rfwyが小さい部材で危険側の評価が多くなった．一方で， AASHTO

LRFDでは，修正圧縮場理論に基づいたせん断耐力算定式を採用し，圧縮斜材角度をコンクリートの圧

縮強度との関係から変化させることとしている．この結果， AASHTOLRFDによる算定結果は，ここで

試算に用いたせん断耐力算定式の中で最も（実験値）／（計算値）の平均値が小さくなった． しかしながら，

依然としてrfwyと aidが小さい領域では（実験値）／（計算値）が大きくなる傾向は見受けられる． aidが小さ

い領域で，（実験値）／（計算値）が大きくなった原因は， AASHTOLRFDではVeをひび割れの生じたコンク

リートの引張応力の伝達により負担されるせん断耐力として算定しているが，実際には aidの小さい領

域ではアーチ作用が卓越しており，これを反映できなかったためではないかと考えられる．

6.3せん断耐力算定式の比較検討結果

各規準で規定されているせん断耐力算定式は，修正トラス理論，可変角トラス理論，修正圧縮場理論

など，それぞれ異なる設計理論に基づいたものが採用されていた．過去の実験データを用いてこれらの

精度を比較すると，可変角トラス理論による算定値は危険側の評価となる場合が多くなったのに対し，

修正トラス理論と修正圧縮場理論による算定値は比較的良い精度でせん断耐力を算定できることを確

認した．この原因は，今回の試算で可変角トラス理論の算定式に仮定した coteの値が過大であり， rfwy
が大きい部材でVsを過大に評価したためであった． EN1992において， coteの値はNationalAnnexで
各国が独自に設定することが可能である．すなわち，可変角トラス理論を用いてせん断耐力を算定する

際には，過去の実験結果等を十分に吟味して coteの値を設定しなければならない．
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7.構造細目の規定内容

7.1 ISO 19338における構造細目の規定内容

これまでに述べてきたように，各設計規準は，設計にあたって考慮すべき要求性能に対応する形で複

数の限界状態を定義し，各限界状態の照査方法を示していた．ところが，要求性能の中には，耐久性能

のように必ずしも明確な照査方法が確立されていないものも存在する．構造細目は，各限界状態に対し

て明示的に照査方法を示すことができない場合に，みなし仕様として規定される．このため，耐力算定

式のように理論的に導かれたものではなく，経験工学的に定義されたものが少なくない．

ISO 19338 では，コンクリート構造物の設計規準が明記すべき構造細目として，表—7.1 の 10 項目を示
している．しかし，これらの項目のみを示すに留まっており，具体的な数値等の内容を明記するまでに

は至っていない．このため，各規準では構造細目に関する規定を行っているが，異なる値が採用されて

いる．ここでは，特に鉄筋の曲げ内半径に着目し，土木学会コンクリート標準示方書， ACI318, EN 1992 

での規定内容を比較する．なお，現行の道路橋示方書における鉄筋の曲げ内半径の規定は，土木学会コ

ンクリート標準示方書に準じた内容が示されていたため，ここでは取り上げていない．

表-7.1 ISO 19338に記載の構造細目

フックと曲げ部の最小曲げ内半径，定着部の種類

部材の最小寸法

柱，はり，スラブ，壁の縦方向と横方向の最小鉄筋量

はりとスラブでの縦方向鉄筋の削減もしくは曲げに対する必要条件

許容誤差

PC鋼材の最大曲率とPC鋼材とダクトの最大面積比

柱とはりの縦方向の鉄筋の最小径

横方向鉄筋の最大間隔

縦方向鉄筋の最小間隔

柱，はり，スラブの最大の縦方向鉄筋比
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7.2各規準における鉄筋の曲げ内半径の規定内容

鉄筋の曲げ内半径の取り方は，曲げ加工部の引張強度や定着強度に影響を及ぼすものであり，コンク

リート構造物では鉄筋とコンクリートの一体性に関わる重要な項目である．表—7.2~4 に，土木学会コ

ンクリート標準示方書， ACI318, EN 1992での鉄筋の曲げ内半径の規定を示す．いずれも鉄筋の曲げ内

半径の最小値は，鉄筋径(¢)の倍数で与えられている． しかし，土木学会コンクリート標準示方書では

鉄筋の形状と降伏強度によって曲げ内半径の最小値が異なるのに対し， ACI318とEN1992では鉄筋径

に応じた曲げ内半径の最小値を規定している．また， ACI318とEN1992では，どちらも鉄筋径に応じ

た曲げ内半径の規定値を示していながらも， ACI318では 3つの鉄筋径の範囲に対して 3~5¢ としてい

るのに対し， EN1992では鉄筋径 16mmを閾値として 2, 3 <!>の 2種類としている．なお， EN1992にお

いて，鉄筋の曲げ内半径の規定値は各国が NationalAnnexにおいて独自に設定することが可能である．

このように各規準における曲げ内半径の規定値は異なる値が採用されているが，曲げ内半径の最小値

を規定する理由は，曲げ内半径を小さくすることにより鉄筋自身もしくは鉄筋の内側のコンクリートの

損傷を防ぎ，鉄筋の曲げ加工部が適切に機能するためであることは各規準で一致している．しかしなが

ら，各規準で鉄筋の曲げ内半径の最小値が規定されるに至った根拠は必ずしも明確でなCく，ある設計規

準に従って構造細目を決定した場合に，他の規準では許容されない構造細目により構造物が設計される

ことも起こり得る．そこで，異なる曲げ内半径で加工した複数の鉄筋の材料実験を実施し，曲げ内半径

の値が鉄筋の曲げ加工性能に与える影響を検討する．

表-7.2 土木学会コンクリート標準示方書の曲げ内半径の規定値

種類
曲げ内半径

フック スターラップ

丸鋼
SR235 2.0</J l.o¢ 
SR295 2.5 </J 2.0</> 
SD295A, B 2.5 </J 2.0c/> 

異形棒鋼
SD345 2.5¢ 2.0 </! 
SD390 3.0 <I> 2.5 </! 
SD490 3.5 <P 3.0 </> 

フックの曲げ内半径は，コンクリートを十分にゆきわたらせ
ること，鉄筋の材質をいためないこと，フックの働きが十分
確実なものとなることなどを考慮して，JISG 3112に規定さ
れている内側半径より，いくぶん大きい値とする．

］ 内を：：

・No.5よりも小さい鉄筋でスターラップに用いる鉄筋の曲げ

内半径は， 2¢以上とする．

・規定値の多くはASTMA 82, A496と一致し，鉄筋径は

ASTMA 615による．

表 7.4 EN 1992の曲げ内半径の規定値

：言：二鉄筋径 I 最小口勺半径
・鉄筋の曲げ内半径は，鉄筋に損傷を生じさせないこと，
曲げ部内側のコンクリートの破壊を生じさせないことを考慮
して，規定している．
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7.3実験の概要

7.3.1使用材料

内で入手可能な丸鋼 SR235,異形鉄筋 SD390,SD490, SD785, SD1275を用いて実験を行った．異

なる降伏強度の異形鉄筋を用いた理由は，降伏強度と曲げ内半径の規定値の関係を考察するためである．

図 7.1に，各鉄筋の表面形状を示す．ここで用いた各鉄筋の表面形状はそれぞれ異なっており， SD390

とSD490の表面には大きな節があるのに対し， SD785とSD1275の表面の節は比較的小さい．また，丸

鋼 SR235には節がなく，これらの結果を比較することで，節の有無による影響を考察する．用いた鉄筋

における機械的性質を表—7.5 に示す．

(a) SR 235 (b) SD390 (c) SD 490 

(d) SD785 (e) SD1275 

図-7.1 各鉄筋の表面形状

表—7.5 使用した鉄筋の機械的性質

鋼種
鉄筋径 公称断面積 降伏点 引張強度

(mm) （皿nり (NI皿 nり (NImm勺
SR235 16 198.6 330 474 

SD390 16 198.6 463 650 
SD490 16 198.6 557 743 
SD785 10 71.3 939 992 
SD1275 10.7 90.05 1388 1477 
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7.3.2実験内容

各鉄筋の曲げ加工性能を検討するため，まず各鉄筋を数種類の曲げ内半径で図—7.2 のように各 3 本を

90°に曲げ加工し， 90°曲げ部の内側と外側における亀裂の有無を目視と磁粉探傷試験により確認した．

磁粉探傷試験とは，試験体を磁化し，蛍光着色された細かな磁粉を溶液にしてその磁界に流すことによ

り，亀裂による磁力線の乱れ部分に蓄積した蛍光磁粉を観察し亀裂の有無を調査するものである．

次に，これらの鉄筋の引張試験を行い，引張強度および破断状況，破断位置を記録した．破断位置の

記録は， 90°曲げ部およびそれ以外で分類した．

また，曲げ戻しの影響を検討するため，曲げ内半径 l.5¢ で曲げ加工した鉄筋を曲げ戻し，亀裂の有

無を目視と磁粉探傷試験で調べた．各鉄筋 3本ずつ曲げ・曲げ戻し加工を行い，亀裂が生じていると疑

われる箇所については SUMP試験により微細な亀裂の有無を確認した． SUMP試験とは，目視や磁粉探

傷試験で確認できない微細な亀裂を確認するために，鉄筋表面に 5％硝酸アルコール溶液を塗布して鉄

筋組織を浮き上がらせ，対象位置に SUMPフィルムをアセトンで密着させ，フィルムに浮き出た亀裂を

顕微鏡で観察するものである．

90° 

図-7.2 鉄筋の曲げ加工形状
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7.4実験結果および考察

7.4.1曲げ加工による亀裂の有無

表—7.6 に，折り曲げた鉄筋の亀裂の有無，引張試験の結果ならびに鉄筋の破断状況を示す． 90°曲げ部

の亀裂の有無を目視により観察したが，亀裂を確認することはできなかった．ところが，図—7.3 に示す
ように，磁粉探傷試験を行うと， SD390,SD490, SD785では曲げ内半径を小さくするほど鉄筋の内側

に亀裂と思われる磁粉の蓄積した溝を確認することができた．しかし，これらの溝が単に節の付け根に

磁粉が蓄積されてできたものか，亀裂が存在したためにできたものか区別することが困難であったため，

表-7.6では「疑」と判定することとしたまた，表面に節の無い丸鋼 SR235と節の小さい SD1275では，

亀裂と思われる箇所を発見するには至らなかった．以上のことから，曲げ加工を施した鉄筋表面の亀裂

の有無は，鉄筋の節形状の影響を強く受けるものと思われる．

一方，鉄筋の曲げ部外側には亀裂を確認することができなかった．JIS7.l)では曲げ試験において鉄筋の

外側に生じた亀裂を確認するよう規定しているが，ここでは鉄筋の内側で亀裂と疑われる溝が確認され

た．このため，鉄筋の曲げ加工部の亀裂の有無を確認する際には，曲げ部外側の亀裂だけでなく，曲げ

部内側の亀裂の有無も確認することが必要と考えられる．

図-7.3 磁粉探傷試験による亀裂の探査
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表—7.6 磁粉探傷試験と引張試験の結果

磁粉探傷試験に
引張試験 破断状況

鋼種 曲げ内半径
鉄筋径

番号 よる曲げ内側の 引張強度 検査証明書の
破断位置

破断面での絞り
破断後の曲げ

(mm) 
亀裂の有無 (NImmり 引張強度に対

(90°曲げ部or
の有無

内側の亀裂の
する割合 その他） 有無

① X 453 96% その他

゜
X 

I¢ ② X 452 95% その他

゜
X 

③ X 455 96% その他

゜
X 

① X 454 96% その他

゜
X 

SR235 1.5 ¢ 16 ② X 455 96% その他

゜
X 

③ X 450 95% その他

゜
X 

① X 455 96% その他

゜
X 

2¢ ② X 452 95% その他

゜
X 

③ X 452 95% その他

゜
X 

① X 656 101% 90°曲げ部 X 

゜l. 5 ¢ ② 疑 90°曲げ部 X 

゜③ 疑 90°曲げ部 X 

゜① X 660 102% 90°曲げ部 疑

゜2 ¢ ② X 658 101% 90°曲げ部 疑

゜16 
③ X 659 101% その他 疑

゜SD390 
① 656 101% その他

゜
X X 

2.5 </J ② X 661 102% その他

゜
X 

③ X 661 102% その他

゜
X 

① X 661 102% その他

゜
X 

3¢ ② X 576 89% その他

゜
X 

③ X 655 101% その他

゜
X 

① 疑 90°曲げ部 X X 

l. 5 ¢ ② 疑

｀ 
90°曲げ部 X 

゜③ 疑 90°曲げ部 X 

゜① 疑 90°曲げ部 X 

゜2 <P ② 疑 90°曲げ部 疑

゜③ 疑 731 98% 90°曲げ部 X 

゜SD490 16 
① 752 101% その他

゜
X X 

2.5 cf> ② X 745 100% その他

゜
X 

③ X 743 100% その他

゜
X 

① X 747 101% その他

゜
X 

3 ¢ ② X 744 100% その他

゜
X 

③ X 750 101% その他

゜
X 

① 疑 870 88% 90°曲げ部

゜
疑

1.5 ¢ ② 疑 896 90% その他

゜
疑

③ 疑 899 91% その他

゜
疑

① X 907 91% 90°曲げ部

゜
X 

2 ¢ ② 疑 912 92% 90°曲げ部

゜
X 

SD785 10 
③ X 913 92% その他

゜
X 

① X 914 92% その他

゜
疑

2.5 ¢ ② X 913 92% その他

゜
疑

③ X 933 94% その他

゜
疑

① X 951 96% その他

゜
X 

3¢ ② X 931 94% その他

゜
X 

③ X 920 93% その他

゜
X 

① X 1290 87% 90°曲げ部

゜
X 

l. 5 ¢ ② X 1285 87% 90°曲げ部

゜
X 

③ X 1289 87% 90°曲げ部

゜
X 

① X 1318 89% 90°曲げ部

゜
X 

SD1275 2¢ 10.7 ② X 1327 90% 90°曲げ部

゜
X 

③ X 1327 90% 90°曲げ部

゜
X 

① X 1336 90% その他

゜
X 

2.5 </J ② X 1348 91% その他

゜
X 

③ X 1358 92% その他

゜
X 

注l)網掛けは検査証明書と比較して強度が80％以下となったものを示す．
注2)鉄筋破断位置は， 90°曲げ部：90°曲げ部で破断，その他：90°曲げ部以外で破断，とする．
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7.4.2引張強度と破断状況

次に同じ試験体を用いて引張試験を実施した．表—7.6 からわかるように， 曲げ内半径を小さく加工

したものには十分な強度を発揮できずに破断に至るものが多く存在した．検査証明書の引張強度と比較

すると，SD390とSD490では 6割程度， SD785とSD1275では 9割程度に強度が低下したものも見受け

られた曲げ内半径 l.5¢で加工した SD490においては，僅か23N/mm2の強度しか発揮できずに破断し

たものも存在した この傾向は， 先の磁粉探傷試験で亀裂と思われる磁粉の溝が存在しなかった SD1275

においても見られる．

鉄筋の破断状況に着目すると，曲げ内半径が小さいものほど 90°曲げ部で破断するケースが多い．ま

た，破断面を観察すると， SD390 と SD490 では，曲げ内半径が小さいものほど，図—7.4 のように ， 鉄筋

断面に絞りがなく脆性的な破断が起きるケースが多く，破断箇所周辺に数本の亀裂も確認された．この

傾向は，先の磁粉探傷試験で亀裂と疑われる傷が観察された鉄筋で多く発生していた．

また，曲げ内半径 l.5¢と2(/Jの鉄筋に着目し，引張強度の検査証明書の降伏点に対する割合と破断状

況を図 7.5に示す．一般にコンクリート構造物の設計には鉄筋の降伏点が用いられる．SD390とSD490

では，降伏点以上の強度を確保できているものが比較的多いが，曲げ内半径を小さくすると強度が降伏

点を大幅に下回り脆性破断に至った事例もあるこれに対し SD785とSD1275では，脆性的な破断はな

＜概ね降伏点に近い強度を確保できている．従って，SD390とSD490においては，曲げ内半径を小さく

加工すると，何らかの損傷が鉄筋に生じ，十分な強度を発揮できずに 90°曲げ部で脆性的な破断を起こ

す可能性が高くなるものと推察されるまた，強度が降伏点以下に大幅に低下することもあり，今後さ

らに鉄筋コンクリート部材での試験等で確認を要するものの，構造物の設計上十分な強度を確保できな

いといった問題も懸念される．

u

．
瀑
遭

図-7.4 脆性破断した鉄筋
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図—7.5 引張強度の降伏点に対する割合，破断面の絞りの有無，鉄筋表面の亀裂の有無の比較
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7.4.3曲げ戻し加工による亀裂の有無

表 7.7に，新たに曲げおよび曲げ戻し加工を施した鉄筋表面の亀裂の有無を示す．先述したように，

SD390, S0490, S0785では，曲げ加工した時点で亀裂と思われる傷を観察できたが，明確に亀裂と判

定することができなかったため「疑」と判定した．ところが，90°曲げ部を曲げ戻すと，SD390とSD490

では目視で明らかに亀裂を確認することができた．SD785では， 図-7.6に示すように亀裂と疑われる傷

を確認したため「疑」と判定したまた， SR235とSD1275においては，亀裂は生じていなかった．

次に，曲げ・曲げ戻し加工によって「疑」と判定された SD390,SD490の曲げ試験体各 1本， SD785

の曲げおよび曲げ戻し試験体各 3本， 8D1275の曲げおよび曲げ戻し試験体各 1本に対して SUMP試験

を実施し，鉄筋表面の亀裂の有無を顕微鏡で観察した．鉄筋の選択においては，目視で亀裂が生じてい

ると思われたものを選びSUMP試験を実施した．SUMP試験により顕微鏡で観察した鉄筋表面の状態を

撮影したものの一例を図-7.7に示す． 10本の鉄筋に対して SUMP試験を実施したが，亀裂を確認する

ことはできなかったすなわち，目視や磁粉探傷試験により「疑」と判定された鉄筋に亀裂は生じてい

なかったこれは，これまで 「疑」と判定された鉄筋の表面で観察された傷が鉄筋表層のみで生じたも

のであり，鉄筋内部まで深く進展した亀裂ではなかったことが原因とみられる．

表-7.7 曲げ ・曲げ戻し試験， SUMP試験の結果

亀裂の有無

鉄筋強度 加工形状
曲げ 鉄筋径

番号
磁粉探傷試験

内半径 (mm) SUMP 
曲げ 曲げ

試験
戻し前 戻し後

① 疑 X 

曲げ ② 疑

SD390 1 5,J> 16 
③ X 

④ X 

゜曲げ戻し ⑤ X 

゜⑥ X 

゜① 疑 X 

曲げ ② 疑

SD490 1 5¢ 16 
③ 疑
④ 疑

゜曲げ戻し ⑤ 疑

゜⑥ 疑

゜① 疑 X 

曲げ ② 疑 X 

SD785 l.5¢ 10 
③ 疑 X 

④ 疑 疑 X 

曲げ戻し ⑤ 疑 疑 X 

⑥ 疑 疑 X 

① X 

曲げ ② X 

S01275 l.5¢ 10 7 
③ X X 

④ X X X 

曲げ戻し ⑤ X X 

⑥ X X 

図-7.6 亀裂と疑われる鉄筋表面の傷 図-7.7 SUMP試験により観察した鉄筋表面
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7.5鉄筋の曲げ内半径に関する規定の比較検討結果

これまでの結果を踏まえると，鉄筋は曲げ内半径を小さくするほど強度が低下し，曲げ部で脆性的な

破断が生じる傾向にあることが明らかとなった．特に SD390とSD490では，曲げ内半径 l.5¢ と2¢ の

鉄筋でこの傾向が強く現れることを確認した．

表—7.2~4 で示したように，今回の実験で使用した鉄筋径 16mm の SD390 と SD490 の曲げ内半径の最

小値は，土木学会コンクリート標準示方書では2.5もしくは3cf>, 3もしくは3.5cf>, ACI 318では3cf>' 

EN 1992では2¢ となる．すなわち， EN1992に準拠すれば，曲げ内半径は最も厳しい2¢ で加工される

ことも起こり得る． しかし，曲げ内半径 2¢ で曲げ加工した場合，今回の実験結果の範囲では，曲げ部

の脆性的な破断など鉄筋コンクリート用鋼材として望ましくない事態が生じる可能性がある．

また，今回実施した鉄筋の曲げ加工性能に関する材料試験の結果には，鉄筋の表面形状，とりわけ節

の形状が与える影響が大きい．ここでは国内で普及しているやや強度の高い鉄筋を用いて材料試験を行

った．このため，諸外国で一般に普及している鉄筋を用いた場合には，これとは異なる実験結果が得ら

れることも起こり得る．今後は，国外で実際に用いられている鉄筋を用いて材料実験を実施することも

必要である．

いずれにしても，各規準における鉄筋の曲げ内半径の規定は，鉄筋自身もしくは鉄筋の内側のコンク

リートの損傷を防ぎ，鉄筋の曲げ加工部が適切に働くことを目的とした点は同一であるが，土木学会コ

ンクリート標準示方書， ACI318,EN1992では異なる規定値が設定されていた．今回の実験結果の範囲

では，実験に用いた鉄筋の節形状による影響が大きいものの， EN1992の曲げ内半径の規定値に従った

場合に，脆性破断や強度低下などの望ましくない性状を示すことを確認した．先に述べたように， ISO

19338では， 10種類の構造細目の項目を示していたが，この具体的な規定内容の妥当性について材料実

験を通じて検討すると，規準間で必ずしも十分な整合性が取れているとは言えないことが窺えた．
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8.結論

本報告では，コンクリート構造物の設計規準に着目し，国際規格の導入による影響について検討を行

ってきた．具体的には，コンクリート構造物の設計に関する国際規格の策定状況を整理するとともに，

諸外国の設計規準における限界状態の定義や部分係数の設定方法を比較した．また，照査項目の例とし

て，ひび割れ幅の取り扱いや RCはり部材のせん断耐力算定式の違いを整理し，構造細目の例として，

鉄筋の曲げ内半径の規定値の妥当性を検討した．本章では，これらの検討結果をまとめ，本報告の範囲

内で得られた知見をもとに日本版NationalAnnex（案）の提案例を示し，今後の課題について述べる．

8.1検討結果のまとめ

(1)国際規格の策定状況

国際的な構造物の設計規準は， ISO2394や1S019338の制定に伴い，信頼性理論に基礎を置く限界状

態設計法へと移行していた．また， ENに代表されるような，分野や構造種別の区別を行わずに共通的

な項目を共通事項として定め，構造種別に大きく依存する部分のみを構造種別ごとに示す形式が，今後，

構造物の設計体系の主流になるものと思われた．

(2)考慮すべき要求性能と設計・照査の前提条件

各規準は，いずれも安全性や使用性といった重要な項目については共通して要求性能として明示し，

これ以外の項目については各規準で独自の内容が示されていた．

各規準で明記されている設計・性能照査の前提条件は，施工の条件のみとするものから，適切な維持

管理や耐久性の照査を記載するものまで，大きな違いがあった．

(3)照査すべき限界条件

各規準は，共通して終局限界状態と使用限界状態を定義していた．，これは要求性能において安全性や

使用性を明記していたことを反映したためと思われた．ただし，環境との整合性や景観，橋梁の美観，

経済性などについてはこれを検証する照査方法が明示されていないことから，限界状態としての定義は

行わず，設計段階において考慮すべき留意事項との位置づけにあると考えられる．

(4)部分係数の設定方法

土木学会コンクリート標準示方書では，構造性能照査と耐久性照査という 2つの面において安全係数

を定義し，これらの具体的な数値を示していた．構造「生能だけでなく耐久性の照査に用いる安全係数も

示している理由は，設計・照査の前提条件として，耐久性の照査を満足すれば，設計耐用期間内の構成

材料の劣化を考慮することなく安全性と使用性を照査することができるとしたことを反映したためと

考えられる．しかしながら，各安全係数の算定根拠が必ずしも本文中に明示されていないため，これら

の数値の妥当性についてば慎重な検討が必要と考えられる．

EN 1990では，各限界状態の照査時に必要となる部分係数の推奨値を示した上で，その算定に必要と

なる信頼性設計の考え方および信頼性指標のキャリブレーション方法を示していたこの理由は，部分

係数を各国が NationalAnnexで独自に設定することを可能するためと考えられる．

AASHTOLRFDでは，各規準で取り扱われていた荷重や抵抗に係る部分係数に加えて，じん性，冗長

性，運営上の重要度の 3つを部分係数として導入していた．また，荷重に係る部分係数は，他の設計規

準よりもかなり詳細な内容が示されていた．

(5)ひび割れの取り扱い

許容ひび割れ幅の規定と曲げひび割れ幅の算定式は，各規準で異なる内容が示されていた．曲げひび

割れ幅の算定式は，現時点でも理論的な定式化が困難となっているものであるため，各国独自の設計思

想に基づいた異なる算定式が採用されていた．しかしながら，耐久性，特に鉄筋腐食と外観上の美観の
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面を考慮して設定される許容ひび割れ幅の制限値は， どの規準においても 0.2~0.4mmの範囲内に収ま

りほぼ同程度であった．曲げひび割れ幅の算定式では理論的な定式化が困難なために各国の設計思想が

反映される余地が残されていたが，許容ひび割れ幅の値については，ひび割れの大小と鉄筋腐食の厳密

な関係は明確でないとしながらも，鉄筋腐食への影響を小さく抑え，外観上問題とならない程度に許容

ひび割れ幅を設定したために，規準間の差が比較的小さくなったと考えられる．

(6)せん断耐力の算定式

各規準で規定されているせん断耐力算定式は，修正トラス理論，可変角トラス理論，修正圧縮場理論

など，それぞれ異なる設計理論に基づいたものが採用されていた．過去の実験データを用いてこれらの

精度を検証すると，可変角トラス理論による算定値は危険側の評価となる場合が多くなったのに対し，

修正トラス理論と修正圧縮場理論による算定値は比較的良い精度でせん断耐力を算定できることを確

認した．この原因は，今回の試算で可変角トラス理論の算定式に仮定した coteの値が過大であったた
めと考えられる． EN1992において， coteの値はNationalAnnexで各国が独自に設定することが可能で
ある．すなわち，可変角トラス理論を用いてせん断耐力を算定する際には，過去の実験結果等を十分に

吟味して coteの値を設定しなければならない．

(7)鉄筋の曲げ内半径の規定値

各規準における鉄筋の曲げ内半径の規定は，鉄筋自身もしくは鉄筋の内側のコンクリートの損傷を防

ぎ，鉄筋の曲げ加工部が適切に機能することを目的とした点は同一であるが，土木学会コンクリート標

準示方書， ACI318, EN1992では異なる規定値が設定されていた．今回の実験結果の範囲では，実験に

用いた鉄筋の節形状による影響が大きいが， EN1992の曲げ内半径の規定値に従った場合に，脆性破断

や強度低下などの望ましくない性状を示すことを確認した．

8.2日本版NationalAnnex（案）の提案例

本報告の範囲内で得られた知見をもとに，ひび割れ幅の取り扱い，せん断耐力の算定式，鉄筋の曲げ

内半径について， 日本版NationalAnnex（案）の提案例を示す．

(1)ひび割れの取り扱い

許容ひび割れ幅の規定値は 0.2~0.4mmの範囲内に収まり，いずれの設計規準においても概ね同程度

であった．米国の設計規準では，許容ひび割れ幅の規定を直接設定していなかったが，想定するひび割

れ幅の範囲は0.2~0.4mmであった．このため，許容ひび割れ幅の規定値としては， EN1992のものを採

用しても良いと考えられた．ただし，現時点においても，コンクリート表面のひび割れと鉄筋腐食の関

係は明確にはなっていない．このため，より安全側の設計を行うためには，道路橋示方書のように 0.2mm

程度を目安とすることや土木学会コンクリート標準示方書のようにかぶりの関数として示すことを推

奨する．

(2)せん断耐力の算定式

EN 1992では，可変角トラス理論によるせん断耐力算定式が採用されていたが， coteの取り方によっ
て危険側の評価が多くなることを確認した．このため，せん断耐力算定式は，過去の EN1992や我が国

の設計規準で採用されていたように，修正トラス理論に基づいたせん断耐力算定式を採用することを提

案する．

万ー，可変角トラス理論を採用する場合においても， coteの規定値を決定する際には詳細な検討が必
要である．

(3)鉄筋の曲げ内半径の規定値

本報告の検討結果の範囲内では，脆性破断や強度低下などへの影響が懸念されるため， EN1992にお

ける鉄筋の曲げ内半径の規定値は過小であった．国内で実際に使用されている鉄筋を使用する際には，
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これよりも大きい規定値とすることが必要である．このため，本報告の実験結果から， 2.5¢以上を提案

する．これは，現行の道路橋示方書や土木学会コンクリート標準示方書と同等の規定値である．

8.3今後の課題

上記では，本報告の範囲内で得られた成果をもとに，ひび割れの取り扱いやせん断耐力の算定式，鉄

筋の曲げ内半径の規定値に対して，日本版NationalAnnex（案）を示したしかしながら，部分係数に対し

ては，各設計規準の相違点を比較するまでに留まり，具体的な NationalAnnex（案）を提案することができ

なかった．部分係数の数値を示すためには， 6章で示したせん断耐力算定式の精度検証のように，過去

の実験結果等を利用して信頼のできるデータを蓄積することが不可欠である．今後は，こうした点から

信頼性理論に基づいた部分係数の設定方法について検討を加える必要がある．

また，本報告で検討対象とした照査項目や構造細目の範囲は極めて限定的であり，今後はこれら以外

の項目についても検討を加える必要がある．使用限界状態の照査では，曲げひび割れ幅の算定式の精度

やひび割れと鉄筋腐食の関係，終局限界状態の照査では，曲げ耐力の算定式の精度などが考えられる．

また，鉄筋の曲げ内半径以外にも ISO19338の構造細目としてリスト化されている項目について検討を

行うことも必要である．

これらの課題については，引き続き，検討を行う予定である．
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